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序     文 
 

 結核は、国連ミレニアムディベロップメントゴール（MDGs）で対策の強化が訴えられ、日本政府

として 2006 年に「保健と開発のためのイニシアティブ（HDI）」で被害削減に取り組むことを宣言し

ている疾病です。結核患者、結核による死亡者共に 90％以上が途上国に集中しており、特に働き盛り

の年代を直撃していることから人間の安全保障の観点からも大きな問題となっています。 

 結核対策は、途上国でも適用できる「直接監視下の短期化学療法」（DOTS）という戦略パッケージ

があり、世界中の 190 以上の国と地域で採用されて成果をあげています。結核分野では、結核エイズ

や、多剤耐性、超多剤耐性等の新たな各種問題が生じていますが、JICA では、多くの国でいまだ十分

ではない、結核対策の基礎である DOTS 強化を推進してきています。 

 

 パキスタンは、世界的にみても結核患者が多く、世界中の結核患者の 80％が集中している結核高負

担国（High Burden Countries）の 22 カ国のうちのひとつとなっています。 

 本プロジェクトは、パキスタン側の質の確保された DOTS の導入・拡大を強化する取り組みに対す

る支援として、2007 年４月から３年間で開始された技術協力プロジェクトであり、最大の人口を有す

るパンジャブ州をモデルとして、モデルにて得た成果を州全域と全国に裨益させていくことを目指し

ています。 

 パキスタン国内でのプロジェクト承認手続きに時間を要したことから、2006 年 12 月に運営指導調

査を実施し、また、プロジェクト期間の中間点である 2007 年７月に中間評価調査を実施しましたが、

本報告書は、上記２回の調査の結果を取りまとめたものです。 

 ここに、本調査にご協力を賜りました関係各位に深甚なる謝意を表しますとともに、今後とも、引

き続きご指導ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

平成 19 年 10 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 西脇 英隆 

 



略 語 集 
CD Capacity Development  キャパシティ・デベロップメント 

CIDA Canadian International Development Agency カナダ国際開発庁 

CR Cure Rate 治癒率 

DLS District Laboratory Supervisor 県検査スーパーバイザー 

DOTS Directory Observed Treatment, Short-course 直接監視下の短期化学療法 

DTC District Tuberculosis Coordinator 県結核担当官 

EAD Economic Affairs Division 経済局 

EDO Executive District Officer 県行政官 

EDOH Executive District Officer, Health 県保健担当官 

EMRO Regional Office for the Eastern 
Mediterranean 

東地中海地域事務局 

EQA External Quality Assurance 外部精度管理 

HDI Health and Development Initiative  保健と開発のイニシアティブ 

IPH Institute of Public Health 公衆衛生研究所 

IPH/TBRL Institute of Public Health/ Tuberculosis 
Reference Laboratory 

公衆衛生研究所・州リファレンスラボラ

トリー 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JER Joint Evaluation Report 合同評価報告書 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

LHS Lady Health Supervisor レディ・ヘルス・スーパーバイザー 

LHW Lady Health Worker レディ・ヘルス・ワーカー 

MDGs The Millennium Development Goals ミレニアム開発目標 

MM Minutes of Meetings 会議議事録 

MS Medical Superintendent 院長 

NPO National Program Officer 国家プログラムオフィサー 

NTP National Tuberculosis Control Program 国家結核対策プログラム 

PC-1 Planning Commission-1 計画委員会（パキスタン国家計画に係る

予算書） 

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マネジメント

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス

PTP Provincial Tuberculosis Control Program 州結核対策プログラム 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

TB Tuberculosis 結核 



 
TSR Treatment Success Rate 治療成功率 

USAID United States Agency for International 

Development 

米国国際開発庁 

WHO World Health Organization 世界保健機構 
 
 



 

 

 

 

パンジャブ州 
区分図 人口：7260 万人

ムルタン県 
360 万人 

ラホール県

760 万人 

グジュラート県 
240 万人 

ファイサラバード県

630 万人 

ラホール 

イスラマバード 



 

ムルタン県診療所(２) ムルタン県診療所(１) 

ムルタン県ニシタール医科大学ラボ

予定場所(１) 

ムルタン県ニシタール医科大学ラボ 
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中間評価結果要約表  

１．案件概要 

国名：パキスタン・イスラム共和国 案件名：結核対策プロジェクト 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所管部署：人間開発部第四グループ感染

症対策チーム 

先方関係機関：保健省（国家結核プログラム） 

協力期間：（R/D）2006.4.1～2009.3.31 業務委託先：（財）結核予防会 

１－１ 協力の背景と概要 

パキスタン国の結核患者数は推定 200 万人以上で、年間 28 万人近くが新たに結核を発病

しているとされている。また、パキスタン国は世界で７番目の結核高負担国であり、世界保

健機構（WHO）の東地中海地域における結核患者の 44％を占めている。このうち４分の１

が発見され公的機関で治療されているが、人口の増加と貧困の拡大に伴って未治療または治

療が完全でない患者が感染源となって患者数が拡大傾向にあるものと推測されており、質の

高い結核対策の施行が早急の課題となっている。 

結核対策の世界戦略として WHO が提唱する DOTS（直接監視下の短期化学療法）とは、

総合的結核対策戦略の呼称であり、その構成要素は①結核対策に対する行政府の強力な取り

組み、②有症状受診者に対する喀痰塗抹顕微鏡検査による患者発見、③すべての確認された

喀痰塗抹陽性結核患者に対する直接服薬確認療法のもとでの標準化された短期化学療法の

導入、④安定的な薬剤供給システムの確立、⑤整備された患者記録と報告体制に基づいた結

核対策の監督と評価の５つである。 

パキスタン国では DOTS が 1995 年から一部でパイロット的に導入された。1998 年以降は

世界銀行からの支援により州レベルの結核プログラム（PTP）が策定され、DOTS の拡大を

図った。2001 年には結核を国家の緊急課題として宣言したが、地方分権化政策により、DOTS
の実施は中央政府の結核対策プログラム（NTP）の指導のもと、実施は州（Province）及び

その下の県（District）が担うこととなった。この地方展開にあたりパキスタン国政府は技術

支援を日本政府に要請し、専門家の派遣などが行われてきた。このような中、2005 年にはパ

キスタン国での DOTS の人口カバー率 100％が達成されたが、その急速な拡大により質の向

上が後手に回っているのが現状であり、DOTS の点から面、量から質への転換が求められた

ため、質の高い DOTS を展開するための NTP の機能強化を行う目的で、本プロジェクトが

2006 年４月に開始された。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

結核の罹患率及び死亡率が削減される。 

 

（２）プロジェクト目標 

質の高い国家結核対策プログラムが、州及び県との連携によって組織的に実施され

る。 

 

（３）成果 

  １）パンジャブ州結核対策プログラムの技術及び管理能力が強化される。 

  ２）国家結核対策プログラムと国家リファレンスラボラトリーの技術及び管理能力が強

化される。 
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（４）投入実績 

（2007 年７月現在） 

  １）日本側 

専門家 ５名派遣中（現在までの派遣は次のとおり。プロジェクトマネジャー1.7

人月、結核対策 11.2 人月、結核検査 9.0 人月、結核検査室マネジメント 1.0 人月、

薬剤管理 1.9 人月、アドボカシー3.2 人月、業務調整 8.2 人月） 

（研修員４名を結核研究所で受入れ） 

機材供与  約 20,100 千円（2006 年度末まで） 

現地業務費 約 21,500 千円（2006 年度末まで） 

  ２）相手側 

現在カウンターパート（C/P）34 名（国家結核対策官、パンジャブ州結核対策官な

ど） 

予算措置約 3,700 千ルピー（2006 年７月、NTP とパンジャブ州 PTP 合計。人件費除

く） 

２．評価調査団の概要 

調査者 

 

 

 

団長／総括 貝原 孝雄 JICA パキスタン事務所長 

結核対策  磯野 光夫 JICA 人間開発部 客員専門員 

評価計画  遊佐 敢  JICA 人間開発部第四グループ感染症対策チーム 職員

評価分析  秋山 佳子 システム科学コンサルタンツ（株）国際事業部 

調査期間 2007 年７月２日～2005 年７月 24 日 

評価種類 中間評価 

３．評価の目的 

（１）PDM 及び活動計画に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度を調

査・確認し、問題点を整理する。 

（２）評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、日本

側・パキスタン国側関係者とともにプロジェクトの中間評価を実施する。 

（３）上記の評価結果に基づき、今後の活動内容について協議し、日本側・パキスタン国側

関係機関の双方に対し必要な提言を行い、今後の活動計画について協議する。 

（４）評価結果及び関係機関との協議に基づき、PDM を見直す。 

（５）本協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 

４．評価結果の要約 

（１）妥当性 

  以下の点から、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

  １）結核削減というプロジェクト目標は、パキスタン国の国家保健政策の感染症対策の

項目において、重点分野の最初にあげられている。また、2005-2010 の国家５ヵ年計

画、貧困削減戦略文書においても結核対策の重要性が記されている。 

  ２）プロジェクト目標は、また日本の「対パキスタン国別援助計画」の重点分野のひと

つである「基本的保健医療・水と衛生の確保と諸格差の縮小」にも合致している。さ

らに、保健分野のミレニアム開発目標（MDGs）達成のための日本政府の方針を記し

た「Health and Development Initiative（2005）」において、結核対策は MDGs を達成

するための重要な項目のうちのひとつに位置づけられている。 

  ３）プロジェクトの活動内容は、パキスタン国の結核対策において質の高い DOTS を実

施する目的に対して適切である。  
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  ４）プロジェクトの主要な対象地区として国の約半数の患者が存在するパンジャブ州を

選択しており、国全体へ与えるインパクトが大きい。 

 

（２）有効性 

有効性に関しては、モデル県でのプロジェクトの取り組みは有効であると判断され

るが、「質の高い国家結核対策プログラムが、州及び県との連携によって組織的に実施

される」というプロジェクト目標に向けての有効性を中間評価時点で判断することは困

難であった。 

成果に対してプロジェクトが寄与した点は、モデル県における①初期研修、再研修

などの定期的実施、②DOTS モニタリング・スーパービジョンの強化、③検査室の外部

精度管理（EQA）の導入と実施等などであることが関係者間で認識されている。なお、

モデル県はパンジャブ州内に４つのモデル県（グジュラート、ファイサラバード、ラホ

ール、ムルタン県）を都市部、農村部等の結核対策に影響を与える典型的な特徴ごとに

設定している。 

しかしながら、パンジャブ州と NTP の機能強化という点においては、以下の点から

プロジェクトが今後さらに有効性を増すよう期待される。 

・パキスタン国には NTP スタッフ人員不足を補うべく WHO と米国国際開発庁（USAID）の

資金協力による NPO（国家プログラムオフィサー）制度がある。この NPO は主に県

レベルのモニタリング・スーパービジョンを技術支援しているが、NTP の正規スタ

ッフではないという点と、臨時的措置の様相があるために、プロジェクトの日本人

専門家が技術移転の対象にするには困難を伴う。 

・また、パキスタン国側はプロジェクトモデル県に NPO を配置せず、モデル県におけ

る結核対策強化は JICA に任せるかのような対応をとってきた。 

パキスタン国側の Capacity Development（CD）についての理解が不十分であることは

2006 年 12 月に実施された運営指導調査の際にも指摘されており、JICA 事務所や日本人

専門家、さらに本調査での協議の際にも何度も働きかけてきた。それによってパキス

タン国側の理解も得られてきたと思料される点もあるが、中間評価時点でもまだ充分

とはいえないと判断される。 

以上により、モデル県でのプロジェクトの活動は極めて有効であったと判断される

が、パンジャブ州 PTP・NTP の枠組みで考慮すれば、有効性については現時点では明ら

かではない。今後、さらにパキスタン国側と日本側が協議を重ねることを通じてプロ

ジェクトをさらに有効にするための働きかけや活動が期待される。 

 

（３）効率性 

効率性に関しては、概ね妥当なものと評価される。日本側の投入は、概ね適切な時期

に効率的に行われており、計画された活動はほぼすべて予定通り実施されている。ま

た、専門家の専門性も高く評価されている。機材は概ね有効に活用されており、維持管

理も良好である。カウンターパート研修については、パンジャブ州 PTP において重要な

地位にいるスタッフを研修に送ることができ、帰国後も同じポストで日本人専門家と協

力しながら研修効果を発揮している。また、受入先からも、研修を受講したカウンター

パートに対する評価は高かった。 

パキスタン国側の投入は、ほぼ充分な数のカウンターパートが配置されるなど概ね

適切であった。ただ、パンジャブ州第二の州結核リファレンスラボの設立が遅れてい

ることと、結核薬剤管理におけるカウンターパートの配置が行われていないことによ

り、活動に支障を来たす可能性が指摘される。 
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（４）インパクト 

結核対策における各種強化は、パキスタン国側関係機関を中心として、他国際機関、

援助機関、NGO 等の多数の機関が取り組んでいる。プロジェクトは、結核対策の中でも

コアとなる部分に協力しており成果をあげているが、結核対策全体における成果と、プ

ロジェクトのみによる成果とを区別することは困難である。しかしながら、以下のとお

り今後正のインパクトが期待される点がいくつか見受けられた。 

  １）検査室の EQA システムの設立 

結核検査において検査の質を保証することは早期発見、治癒確認などにおいて重要

であり、プロジェクトの上位目標、すなわち結核での死亡率と罹患率を削減する鍵と

なる。JICA は 2004年からグジュラート県において EQA システム設立を支援しており、

この分野の先駆けとなった。現在の EQA 国家ガイドラインもこのシステムを基にし

たものである。プロジェクトはさらに活動を拡大させて、モデル県での活動を実践と

して州結核リファレンスラボラトリーの機能確立にほぼ成功している。今後は、パン

ジャブ州全体の EQA システム向上を目指している。 

  ２）日本人専門家の巡回指導方法 

日本人専門家の巡回指導方法には高い評価が得られている。プロジェクトが初期段

階で集中して支援したグジュラート県は、現在パンジャブ州で最も結核対策が進んで

いる県のひとつであることが、関係者に広く認識されている。 

  ３）オペレーショナルリサーチの実施 

プロジェクトが実施した抗結核薬管理の実態状況等を把握するためのオペレーシ

ョナルリサーチは、国・パンジャブ州両結核対策プログラムに大きなインパクトをも

たらした。パキスタン国側は、この分野での専門技術は有しておらず、これまで全く

手付かずの分野であり、本調査により薬剤管理の問題点が明らかになった。このこと

は国・パンジャブ州両結核対策プログラム両者とも対策の必要性を実感し、ガイドラ

インの作成につながった。さらに、調査が綿密なデザインに基づいたものであったた

め、結果の信頼性という点においてもインパクトをもたらした。 

本調査時点において、負のインパクトは確認されなかった。 

 

（５）自立発展性 

  １）制度的側面 

NTP とパンジャブ州 PTP はどちらも組織として確立されており、両マネジャーの

コミットメントも高い。また、どちらも現状の問題は認識できており、新たに出現

する問題への対策手段にも積極的に取り組んでいる。ただ、両組織共に正規スタッ

フが不足しており、早急な人材確保が求められる。また、問題は前述のとおり CD の

構築であるが、今後プロジェクト残りの期間での日本側からの更なる積極的な働き

かけが期待される。 

  ２）政策・予算的側面 

結核対策はパキスタン国の発展を阻害する重要因子のひとつであることから、国

家予算、ドナーからの資金を合わせて、結核対策に必要な予算を確保してきてい

る。NTP は連邦政府より 2006 年から 2010 年までの５年間に 10 億ルピー（US ドル換

算で約 1.6 千万）の予算を承認されており、また、グローバルファンドからも今後２

年間で２千万 US ドル余が拠出される予定である。また、PTP も 2007 年度の予算とし

て 200 万ルピー（約３万５千 US ドル）配分されている。これらの点からパキスタン

国の結核対策における政策と予算は当面は、充分であると思料される。 

  ３）技術的側面 

技術移転は、専門家の巡回指導やトレーニングなどの結果、モデル県においては成
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果をあげてきていると考えられる。しかし、プロジェクトもモデル県での経験をパ

ンジャブ州に広める努力はしているものの、まだ州全体に浸透してはいない。今後

プロジェクトの残りの期間で、モデル県に実施したような技術移転を州全体、国全

体にまで広げるための効果的な手法をパンジャブ州 PTP などと議論していくことが

必要である。 

また現在、パキスタン国の結核対策は新たな局面を迎えている。結核患者を多数

抱えているとされる私的医療機関や大病院（第三次医療機関）との連携など新たな技

術移転が必要な分野も多い。このため、技術面での自立発展性のために、残りのプ

ロジェクト期間で更なる適切な技術移転を行う必要がある。 

５．効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

  １）モデル県では、トレーニングの実施と巡回指導の徹底を集中的に実施し、県レベル

の結核対策官や検査技師の技術向上を図る計画になっている。 

  ２）地域を限定した巡回指導の支援と、全国レベルの活動であるガイドライン・マニュ

アルの作成、そして検査室ネットワークの確立を組み合わせることで、プロジェクト

の成果が全国に裨益することを考慮した計画になっている。 

  ３）薬剤管理やオペレーションリサーチなどの計画もプロジェクトに盛り込んでおり、

結核対策の様々な分野に対応できる計画になっている。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

本プロジェクトは、まずモデル県で成果をあげ、それを州全体に裨益させるという戦

略のもとに実施されている。また、同時に国家レベルの結核対策にも協力することによ

って、州と国との連携を図り、結核対策をより効果的に実施しようというものである。

さらに、検査室のネットワークの確立も同時にはかり、EQA システムの質をまずはモデ

ル県でさらに向上させ、州や全国に浸透させる方法を取っている。 

この実施過程において、プロジェクトはモデル県での DOTS 実施者への初期研修、再

研修、巡回指導、アドボカシー活動などを通じて、活発に活動を実施してきた。また、

検査室においても EQA センターの設置、運営を支援し、第一医療施設レベルから県レベ

ルまでの DOTS の底上げを図ってきた。モデル県のうちのひとつグジュラート県ではこ

の実施プロセスが効果的に働き、この１年で治癒率が 85％から 94％に達するなど（目標

値は 85％）DOTS 活動にめざましい進展が見られた。 

６．問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

  １）2006 年以降急速に結核対策（DOTS）の導入・拡大が進捗したこと、プロジェクト

終了を見据えて、これまでのプロジェクト期間で構築してきたモデル県での活動を、

州・国レベルで共有化していく活動を強化する必要があること等から PDM を改訂し

た。 

  ２）ニシタール医科大学のラボを改修して、パンジャブ州南部をカバーする州リファレ

ンスラボラトリーを設立する計画であったが、プロジェクトの再三の要請にもかかわ

らず、未だ設立されていない。このため、改訂版 PDM には外部条件として、「ニシ

タール医科大学におけるリファレンスラボラトリーの改修費用を州政府は 2007 年 10

月までに拠出し、改修工事を 2007 年 12 月までに終える。」を追加した。 
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（２）実施プロセスに関すること 

  １）今後、モデル県での経験を州全体・国全体に拡大させ、組織全体の機能強化を図る

必要があるが、プロジェクト開始から中間評価までわずか１年半の短期間であったこ

ともあり、この点ではまだ不十分であった。 

  ２）この理由のひとつとして、日本人専門家とパンジャブ州 PTP の間で、モデル県での

成果をどのような手法で州全体に裨益させていくかという議論が充分なされていな

い点が見られた。 

  ３）また２）の理由としては、パキスタン国側の CD に対する理解が不充分であること

が最大原因であると思料され、今後の更なる理解促進が求められる。 

  ４）国家レベルの結核対策については、オペレーショナル･リサーチのデザイン・実施・

分析、ガイドラインの作成・改訂、アドボカシー活動を通じて協力することになって

いるが、プロジェクト開始から間もないこともあり、現時点までまだ充分活動が実施

されていない。NTP に対しても CD に理解を得るための議論や働きかけを継続しなが

ら効果的に活動する必要がある。 

７．結 論 

NTP とパンジャブ州 PTP は共に強化されてきており、モデル県におけるプロジェクトの活

動がこれに寄与しているところは認められている。したがって、プロジェクトを実施した妥

当性と効率性は現時点で適切であったと判断される。また、中間評価時点ではプロジェクト

の有効性を見出すことは困難であったが、今後プロジェクトが有効にはたらけば、終了時点

でのプロジェクトが与えるインパクト、自立発展性も期待できる。しかし、CD を促進し自立

発展性を確立するには課題が残っている。プロジェクトの残りの期間でプロジェクトの効果

が最大限発揮されるために、CD の理解促進を中心にパキスタン国側、日本側両者が更なる協

力関係の確立に努力することが望まれる。 

８．提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

中間評価の結果を踏まえ、調査団より以下の提言がなされた。 

 

（１）質の高い DOTS 実施のため、パキスタン国側によるより一層の予算・人材確保が必要

である。 

国家・州双方のレベルにおける薬剤ロジスティックス管理人材の配置、サイトビジッ

トによる人材確保の強化等を行うことが DOTS の核であり、それらの予算・人材確保が

必要である。 

 

（２）早急な国家抗結核薬管理ガイドラインの制定と、プロジェクト期間内にプロジェクト

による同ガイドラインの有効利用のモニタリングが必要である。 

 

（３）抗結核薬管理ガイドライン作成のためのオペレーションリサーチを、未だ実施されて

いない北西辺境、シンドの２州で早急に実施する必要がある。 

 

（４）結核対策の新たな活動要素に対応するため、ラボラトリーネットワーク、抗結核薬ガ

イドライン等の部分を含めて、国家結核対策ガイドラインを全般的に改訂する時期にき

ている。パキスタン国側が、すべての関係者によるタスクグループを組織し必要な予算

と活動を分担すべきであるが、日本側による技術支援も必要である。 
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（５）パンジャブ州の各県で実施されている活動のモニタリングが、さらに強化される必要

がある。プロジェクトはモデル４県での結核対策をさらに向上させると同時に、４県で

の活動成果がパンジャブ州 PTP の機能強化に活かされるよう支援すべきである。 

 

（６）プロジェクトは、パンジャブ州での第三次医療機関の DOTS プログラムへの取り込み

を支援することが望まれる。そのためには、現状分析に基づいた適正な手法を適用させ

ることが重要であり、日本側による状況分析、戦略策定に係る技術支援の一層の強化が

必要とされる。 

 

（７）パンジャブ州全体の検査室ネットワークのレベルアップを図るために、プロジェクト

による州標準検査室の強化が求められる。同時に、州標準検査室が、EQAの結果に基づ

いて各センターを巡回指導できるよう技術指導する必要がある。 

 

（８）プロジェクトの活動成果を最大限効果的に発現させるため、日本側による活動を総括

したうえで、頻回なワークショップ・会議における発表、技術的かつ実践的な講義が望

まれる。特に、巡回指導については早急に実施すべきである。 

 

（９）プロジェクトによるモニタリング・スーパービジョンシステム強化を通した NTP の

DOTS 施行のための機能強化が望まれる。国、州レベルでの公開巡回指導等の実施につ

いて早急に実施すべきである。 

 

（10）日本側とパンジャブ州 PTP による密な意見交換と情報交換の場が必要である。特に、

プロジェクト期間内で最大の効果を発現すべく、活動計画・進捗状況などの確認と、人

材・予算などの資源活用についての相互理解がより深まることが望まれる。 
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第１章 中間評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

パキスタン国の結核患者数は推定 200 万人以上で、年間 28 万人近くが新たに結核を発病し

ているとされている。また、パキスタン国は世界で７番目の結核高負担国であり、世界保健機

構（WHO）の東地中海地域における結核患者の 44％を占めている。このうち４分の１が発見

され公的機関で治療されているが、人口の増加と貧困の拡大に伴って未治療または治療が完全

でない患者が感染源となって患者数が拡大傾向にあるものと推測されており、質の高い結核対

策の施行が早急の課題となっている。 

結核対策の世界戦略として WHO が提唱する DOTS（Directory Observed Treatment, Short-course 
：直接監視下の短期化学療法）とは、総合的結核対策戦略の呼称であり、その構成要素は①結

核対策に対する行政府の強力な取り組み、②有症状受診者に対する喀痰塗抹顕微鏡検査による

患者発見、③すべての確認された喀痰塗抹陽性結核患者に対する直接服薬確認療法のもとでの

標準化された短期化学療法の導入、④安定的な薬剤供給システムの確立、⑤整備された患者記

録と報告体制に基づいた結核対策の監督と評価、の５つである。 

パキスタン国では DOTS が 1995 年から一部でパイロット的に導入された。1998 年以降は世

界銀行からの支援により州レベルの結核プログラム（Provincial Tuberculosis Control Program：

PTP）が策定され、DOTS の拡大を図った。2001 年には結核を国家の緊急課題として宣言した

が、地方分権化政策により、 DOTS の実施は中央政府の結核対策プログラム（ National 
Tuberculosis Control Program：NTP）の指導のもと、実施は州（Province）及びその下の県（District）
が担うこととなった。この地方展開にあたりパキスタン国政府は技術支援を日本政府に要請し、

専門家の派遣などが行われてきた。このようななか、2005 年にはパキスタン国での DOTS の人

口カバー率 100％が達成されたが、その急速な拡大により質の向上が後手に回っているのが現

状であり、DOTS の点から面、量から質への転換が求められたため、質の高い DOTS を展開す

るための NTP の機能強化を行う目的で、本プロジェクトが 2006 年４月に開始された。 

 

１－２ 調査団の構成 

担 当 氏 名 所 属 派遣期間 

団長／総括 貝原 孝雄 JICA パキスタン事務所長 2007 年 7/2～7/24 

結核対策 磯野 光夫 JICA 国際協力総合研修所 客員専門員 7/12～7/25 

評価計画 遊佐 敢 
JICA 人間開発部第四グループ感染症対策

チーム 職員 
7/10～7/25 

評価分析 秋山 佳子 
システム科学コンサルタンツ（株）国際事

業部 
7/1～7/25 
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１－３ 調査日程 

 月 日 曜日 調査内容 

１ ７月２日 月 14:00 評価分析団員イスラマバード着（TG509） 

17:00 JICA パキスタン事務所にて打ち合わせ 

２ ７月３日 火 10:00 NTP 表敬訪問 

11:00 プロジェクト専門家聞き取り 

３ ７月４日 水 9:30 ラホール移動（PK621） 

12:00 パンジャブ州 PTP、モデル他県 県保健担当管理官（EDOH）、県

結核対策官（DTC）、県検査室スーパーバイザー（DLS）、非政府組織（NGO）

聞き取り 

４ ７月５日 木 9:00 Lahore General Hospital 訪問、聞き取り 

12:00 Sir Ganga Ram Hospital 訪問、聞き取り 

13:00 パンジャブ州結核リファレンスラボラトリー（IPH/TBRL）聞き

取り 

14:00 レディスヘルスワーカー（LHW）、レディススーパーバイザー

（LHS）聞き取り 

５ ７月６日 金 9:30 PDM に係るワークショップ 

６ ７月７日 土 9:30 PDM に係るワークショップ 

７ ７月８日 日 8:00 イスラマバード移動（PK356）、資料整理 

８ ７月９日 月 8:30 プロジェクト専門家聞き取り 

11:30 USAID 聞き取り 

14:00 国家結核リファレンスラボ（NRL）聞き取り 

９ ７月 10 日 火 （治安のためホテル待機） 

14:00 NTP 聞き取り 

10 ７月 11 日 水 9:00 WHO 聞き取り 

11:00 プロジェクト専門家聞

き取り 

14:00 評価計画団員イスラマバード

着 （TG509） 

17:00 結核対策団員イスラマバード

着 

11 ７月 12 日 木 9:30 JICA パキスタン事務所表敬訪問、団内協議 

10:30 Economic Affair Department 表敬 

12:00 NTP 表敬訪問 

14:00 団内打ち合わせ 

12 ７月 13 日 金 9:00 プロジェクト専門家との協議 

11:00 ワークショップ発表 

17:00 ラホール移動（PK387） 

13 ７月 14 日 土 9:30 PTP との協議（午後、治安悪化のためホテル待機） 

14 ７月 15 日 日 9:30 ムルタン移動（PK385） 

11:00 プロジェクトとの協議 

15 ７月 16 日 月 9:00 ニシタール医科大、EQA センター、診断センター視察 

16 ７月 17 日 火 12:00 イスラマバード移動（PK386） 

17:00 団長への報告・協議 

17 ７月 18 日 水 9:30 NTP との協議 

11:00 プロジェクトとの協議 

18 ７月 19 日 木 終日 会議議事録（MM）案、合同評価報告書（JER）作成作業、NTP
との協議 
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19 ７月 20 日 金 終日 MM 案、JER 作成作業 

20 ７月 21 日 土 11:00 PTP との協議、NTP との協議 

14:00 MM 案、JER 作成作業 

21 ７月 22 日 日 終日 MM 案、JER 作成作業 

22 ７月 23 日 月 9:30 NTP との協議 

11:30 合同調整委員会（JCC）ミーティング 

23 ７月 24 日 火 9:25 評価団員移動（TG4484） 

24 ７月 25 日 水 8:05 評価団員帰国（NH916） 

 

１－４ 面談者及びワークショップ参加者 

 １－４－１ 面談者 

 （１）パキスタン国側 

   １）国家結核対策プログラム（NTP） 

Dr. Hassan Sadiq NTP Manager 
Dr. Shahid Hanif Deputy Manager 
Dr. Sabira Tahseen National Reference Laboratory 

２）パンジャブ州結核対策プログラム（Provincial Tuberculosis Control Program：PTP）  
Dr. Darakhshan Badar PTP Manager 
Dr. Muhammad Naeem Additional PTP Manager 
Dr. Anjum Zubaar Bhutta IPH, Lahore（TB Reference Lab.）  

３）パンジャブ州プロジェクト非モデル県 

Dr. M. Ali 県行政官（Executive District Officer：EDO） , 
Shialkot dist. 

Dr. Muhammad Afzal EDO, Shang dist. 
Dr. Asif Qadir Mir EDO, Jhelum dist. 
Dr. Tajammul Hussain 県結核担当官（District Tuberculosis Coordinator：

DTC, Shialkot dist. 
Dr. Irshad Hussain Sial DTC, Shang dist. 
Dr. Imtaiz Dar DTC, Jhelum dist. 
Mr. Naveed Rustam Afridi DLS, Shialkot dist. 
Mr. Ehsar ul Haq DLS, Shang dist. 
Mr. Abdul Rauf DLS, Jhelum dist. 

４）パンジャブ州第三次医療機関 

Dr. Umar Farooq Lahore Gen. Hosp. Medical Superintendent（MS） 
Dr. Muhammad Ali Lahore Gen. Hosp. TB Specialist 
Dr. Mubashar Attique Azahar Sir Ganga Ram Hosp, Lahore, MS 
Dr. Anjum Jamar Sir Ganga Ram Hosp, Lahore, Additional MS 
Dr. Aamir Nzir Sir Ganga Ram Hosp, Lahore, TB Specialist 

５）レディー・ヘルス・ワーカー（Lady Health Worker：LHW） 

Ms. Amira Jilleni LHS in Lahore 
Ms. Humara Asghar LHW in Lahore 
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 （２）日本側 

１）JICA パキスタン事務所 

清水 勉 次 長 

柏崎 兼二 所 員 

Mr. Sohail Ahmad シニア・プログラム・オフィサー 

２）結核対策向上プロジェクト 

加藤 誠也 プロジェクトマネジャー 

塚本 幹夫 結核対策専門家（現地リーダー） 

山崎 裕章 結核検査専門家 

石井 克美 アドボカシー専門家 

内山 雄太 薬剤管理専門家 

Dr. Abrar Ahmad Chughtai メディカル・オフィサー  
Mr. Badar Mahmood プロジェクト・セクレタリー  

３）関係機関（国際機関、外国援助機関など） 

Dr. Yuriko Egami Medical Officer, Tuberculosis, WHO 
Dr. Qadeer Ahsan Program Management Specialist, Health, USAID 
Dr. Clydette Powell Medical Officer, Health, Infectious Disease, 

Nutrition, USAID 
Dr. Afshan Ameen Green Star（Non-Governmental Organization）  
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 １－４－２ ワークショップ参加者 

No. Name Designation Place of Posting 

１ Dr. Amjad Jafrfery DTC Lahore 

２ Dr. Inam-ul-Haq EDO（H）  Lahore 

３ Dr. Muhammad Yousaf DOH Multan 

４ Dr. Shahid Magsi DTC Multan 

５ Dr. Shahid Nawaz DTC Gujrat 

６ Dr. Syed Tallat Iqbal EDO（H）  Gujrat 

７ Dr. M. Saleem DTC Faisalabad 

８ Dr. Darakshan Badar Project Manager PTP-Punjab 

９ Dr. Zafar Mumtaz Deputy Program Manger PTP-Punjab 

10 Dr. Aftab Iqbal Deputy Program Manger PTP-Punjab 

11 Dr. Zakia Parveen Program Officer PTP-Punjab 

12 Dr. Muhammad Naeem Additional Director PTP-Punjab 

13 Dr. Shama Firdaus DTC Rawalpindi 

14 Dr. M. Jameel EDO（H）  Kasur 

15 Dr. Anjum Zubair Bhutta Senior Demonstrator-IPH IPH/ TBRL 

16 Mr. Habib-ur-Rehman Lab Technician-IPH IPH/ TBRL 

17 Mr. Khalid Latif DLS Lahore 

18 Dr. M. Khalid DTC Kasur 

19 Mr. Muhammad Ahmad DLS Kasur 

20 Mr. S. Muhammad Kamran DLS Multan 

21 Mr. Mazhar Hussain DLS Faisalabad 

22 Mr. M. Shaukat Abbbasi DLS Rawalpindi 

23 Mr. Shah Muhammad Zia DLS Gujrat 

 

１－５ 評価項目・評価方法 

 １－５－１ 評価方法の概要 

本調査は、プロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：PCM）

の評価手法に基づき実施した。PCM を用いた評価は、①プロジェクトの諸要素を論理的に配

置したプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に基づいた

評価のデザイン、②プロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集、③「妥当性」「有効

性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の５つの評価の観点（評価５項目）からの収集

データの分析、④分析結果からの提言・教訓の導出及び報告、という流れからなっている。 
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表１－１ PDM の概要 

上位目標 達成されたプロジェクト目標の貢献が期待される長期の開発目標 

プロジェクト目標 
プロジェクトの終了時までに達成が期待される中期的な目標であ

り、「ターゲット・グループ」への具体的な便益やインパクト 

成果 
プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなければ

ならない、短期的かつ直接的な目標 

活動 
成果の目標を達成するために投入を効果的に用いて行う具体的な行

為 

指標 
プロジェクトの成果、目標及び上位目標の達成度を測るもので、客

観的に検証できる基準 

指標データ入手手段 指標を検証するためのデータ・ソース 

外部条件 
各レベルの目標を達成するために必要な条件であるが、プロジェク

トではコントロールできない条件 

前提条件 プロジェクトを開始するために必要な条件 

投入 プロジェクトの活動を行うのに必要な人員・機材・資金など 

 

 １－５－２ 評価のデザイン 

評価のデザインを策定するにあたり、討議議事録（Record of Discussions：R/D）、PDM（R/D
添付のもの）、その他プロジェクト関連文書、専門家報告書等に基づき、評価項目案を作成

した。評価項目及び情報収集方法は、評価分析団員が、評価調査団及びプロジェクト関係者

との協議を経て確定されたものである。なお、本調査にあたっては、プロジェクト専門家及

びパキスタン国側カウンターパートに対するインタビュー、ドナー機関を含むプロジェクト

関連機関担当者へのインタビュー、カウンターパートへのワークショップを行い、日本側・

パキスタン国側合同での評価を実施した。主な評価項目は、表１－２に示すとおりである。 
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表１－２ 主な評価項目 

評価設問 ５項目その他

の基準 大項目 小項目 

パキスタン側 

カウンターパートとスタッフの配置 

予算措置 

日本側 

専門家派遣 

資機材の供与 

カウンターパート研修 

投入の実績は予定通りか 

ローカルコスト支援 

アウトプット１：PTP のマネジメント能力向上アウトプットは予定通り達成

されているか アウトプット２：NTP のマネジメント能力向上

2009 年までに治癒率が 85％以上になる プロジェクト目標の達成の見

込みはあるか 2009 年までに患者発見率が 70％以上になる 

実績の検証 

上位目標の達成の見込みはあ

るか 

2015 年までに結核の有病率と死亡率が 1990

年の水準から半減する 

活動の進捗状況は予定通りか 活動は予定通り行われたか 

専門家とカウンターパートと

の関係は適切か 

専門家とカウンターパートのコミュニケーシ

ョンは円滑に行われているか 

カウンターパートのイニシアティブは高いか

プロジェクト実施に際し予算配分は十分か 

相手国実施機関のオーナーシ

ップは高いか 

プロジェクト実施に際し適切な人員配置を行

っているか 

実施プロセス

の検証 

他支援団体との連携は行われ

ているか 

他の支援団体・プロジェクトとの関わり・協

力はどのようになっているか 

パキスタン国の開発計画に照らした上位目標

とプロジェクト目標の妥当性はあるか 

日本の援助政策に照らした上位目標とプロジ

ェクト目標の妥当性はあるか 

１．妥当性 上位目標とプロジェクト目標

はドナーと相手国の政策及び

ターゲットグループのニーズ

と整合しているか 

モデル地域（パンジャブ州）をターゲットエ

リアにした妥当性はあるか 

プロジェクト目標の達成度 

各アウトプットのプロジェクト目標達成との

関連性 

２．有効性 プロジェクトの実施により、期

待される効果が得られている

か。プロジェクトは有効である

か 外部条件の影響 

日本側投入の適切性はどうか 投入の規模、時期、コスト、効

果は適切であったか パキスタン国側投入の適切性はどうか 

３．効率性 

投入はどのように活用され管

理されたか 

投入の活用度はどうか 

プロジェクト実施の効果はあ

るか 

有病率、結核死亡率の低下に対するプロジェ

クトの貢献度はどのようなものか 

予期しなかった正のインパクト 

４．インパクト 

予期しないインパクトが見ら

れたか 予期しなかった負のインパクト 

制度的側面 

政策的財政的側面 

５．自立発展性 プロジェクトの便益は今後も

持続するか 

技術的側面 
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 １－５－３ 情報収集 

前述の評価デザインに従い、PDM 記載事項の実績データを中心に情報を収集した。使用し

た主な情報源は以下のとおりである。 

・事前評価調査団ミニッツ、R/D、実施計画書（Plan of Operation：PO）、専門家報告書、各

種調査団報告書、会議資料・議事録 

・日本側及びパキスタン国側の投入に関する記録（付属資料２．合同評価報告書の Annex１
～４） 

・日本人専門家、カウンターパート、パキスタン国側プロジェクト関係機関、他ドナーに対

するインタビューやワークショップの結果 

 

 １－５－４ 評価５項目 

本評価調査における評価５項目の定義は次のとおりである。 

 

表１－３ 評価５項目 

妥当性 評価時点においても、プロジェクト目標、上位目標が妥当であるかどうか

を、パキスタン国政府の政策、裨益者のニーズ、日本の援助政策との整合

性の観点から検討する。 

有効性 プロジェクト成果の達成の度合い、及びそれがプロジェクト目標の達成度

にどの程度結びついているかを検討する。 

効率性 プロジェクトの投入から生み出される成果の程度は、タイミング、質、量

の観点から妥当であったかどうかを分析する。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果の正・負の効果を、

当初予期しなかった効果も含め検討する。 

自立発展性 協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や開発効果が持続さ

れるか、あるいは拡大されていく可能性があるかどうかを予想するため

に、制度的側面、政策財政的側面、技術的側面からプロジェクトの自立発

展性の見込みを考察する。 

 

 １－５－５ 提言の導出及び報告 

本評価調査では、JICA パキスタン国結核対策プロジェクト専門家、パキスタン国家結核対

策プログラム（National TB Control Program：NTP）、パンジャブ州結核対策プログラム 

（Provincial TB Control Program, Punjab：PTP）との協議に基づき、まず調査団側で「合同

評価報告書（Joint Evaluation Report：JER）」のドラフトを作成し、さらにプロジェクト専門

家、NTP、PTP との再度の協議において合意された「合同評価報告書」及びパキスタン国側・

日本側で協議した結果はミニッツ（付属資料１）に取りまとめられた。また、評価結果に基

づき PDM の改訂について協議を行い、PDM 修正案を作成した（詳細は第４章「４－３ プ

ロジェクトデザインの修正」を参照）。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 実施プロセスの検証 

 ２－１－１ 活動進捗状況 

本プロジェクトは、①まずモデル県で成果をあげ、②それを州全体に裨益させるという戦

略のもとに実施されている。また、同時に③国家レベルの結核対策にも協力することによっ

て州と国との連携を図り、結核対策をより効果的に実施可能となることを目標としている。

このプロセスの中には、DOTS の基本５要素のひとつである検査室のネットワークの確立も

含まれ、外部精度管理（External Quality Assurance：EQA）システムの質をまずはモデル県

でさらに向上させ、州や全国に浸透させる方法をとっている。上記①～③の各段階ごとに検

証を加える。 

 

 （１）モデル県での活動実施プロセスの検証 

プロジェクトは最初にモデル４県を選択した。プロジェクトの幅広い技術が応用可能

になることを考慮して様々な様相を呈する県を選択している。各々の県がモデル県とし

て選択された理由は以下のとおりである。 

・ラホール県は、パンジャブ州 PTP のオフィスが存在し、パキスタン国内でも大都市

を抱える県 

・グジュラートは都市のない遠隔県 

・ムルタンは PTP が州の南部リファレンスラボの拠点として計画している県 

・ファイサラバードは都市と農村が混在する県 

・４県をモデルとすることで州内全域 35 県からのモデル県へのアクセスが良好とな

る 

以上のモデル設定要因となっており、パンジャブ州全 35 県における各種多様性に起

因する結核対策の多様性はほぼ網羅されることとなり、モデル[jica1]県４県選択の妥当

性があると判断された。 

モデル県での活動実施過程において、プロジェクトは DOTS 実施者への初期研修、再

研修、巡回指導、アドボカシー活動などを通じてきめ細かい活動を実施してきた。また、

検査室においても EQA センターの設置、運営を支援し、第一次医療施設レベルから県

レベルまでの DOTS の底上げを図ってきた。モデル県のうちのひとつグジュラート県で

はこの実施プロセスが効果的に働き、この１年で治癒率（Cure Rate：CR）が 85％から

94％に達するなど（目標値は 85％）DOTS 活動にめざましい進展が見られた。 

このようにモデル県での実施プロセスは概ね効果的であったと判断された。 

 

 （２）モデル県での経験をパンジャブ州内の他県に拡大させ、裨益させていく実施プロセス 

これらは、州レベルでの四半期会合におけるモデル県での成果の共有、モデル県への

サイトビジットの際に州の結核担当官が同行すること等を通じて達成することを狙っ

ていた。 

中間評価段階までに、モデル４県の中でも先行して協力したグジュラート県での成果

を州内全県が集まる四半期会合において発表を行い共有化を図り、州の結核担当官のサ
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イトビジット先としてプロジェクトのモデル県を州全体でのモデルとして設定し、専門

家がサイトビジットを行う際に、OJT による指導を行う等の活動が実際に行われてきて

いる。 

モデル４県での成果を州全域で共有化していくためには、更なる活動の強化が期待さ

れる部分であり、モデル県に対するプロジェクトによるサイトビジットに、州内の他県

からも参加する等の活動強化を検討する必要がある。 

 

 （３）国家レベルの結核対策強化における実施プロセスの検証[jica2] 

国家レベルでの活動は、ラボラトリー分野のガイドライン改訂、抗結核薬のガイドラ

イン改訂等着実に実施されているが、いくつか課題も提議されている。これらは、

Capacity Development（CD）を行う対象となるパキスタン国側カウンターパートが不在

となる制度に起因しており、今後今まで以上に制度面での課題及び JICA の協力の特徴

となる CD についてカウンターパート側の理解を求めていく必要がある。 

具体的な事例としては特徴的なものは、国家プログラムオフィサー（National Program 

Officer：NPO）制度とプロジェクトモデル県への NPO 不配置があげられる。NTP の正

規スタッフの不足を補うため、WHO を通じた USAID の資金援助で NPO という人員が

設置されている。NPO は一人当たり４、５県を担当し、県結核担当官（District TB 

Coordinator：DTC）の技術的アドバイザーという位置づけで NTP の管理下にある。本来、

州が県の指導を行い、県の結核対策能力を向上すべきであるが、国家レベルの契約社員

である NPO が、その役割を担ってしまっている。また、この NPO は JICA モデル県の

４県には配置されておらず、NTP の認識は、モデル県の技術アドバイザーすなわち NPO
の役割をプロジェクトの日本人専門家が果たしているというものであった。 

NTP、PTP 両者ともに上記のような CD に対する認識の不充分さが見受けられ、プロ

ジェクト[jica3]が州及び国家レベルに拡大しにくい最大原因と[jica4]なっていると判

断される。 

この点においては同国の他セクターにも見られる傾向であることから、JICA 事務所や

日本人専門家はプロジェクト開始段階からこの点に留意し、機会があるごとに CD の重

要性がパキスタン国側に説かれてきており、本評価調査団も協議の際に繰り返し説明を

行った。この結果、パキスタン国側の理解も少しずつ深まってきているとはいえ、まだ

充分理解しているとは言い難い。ただ、パキスタン国側の CD への理解の低さの判断は、

他国（フィリピン・カンボジアなど）の結核対策と比較してのことであり、パキスタン

での結核対策分野への本格的な協力が開始されて間もないことを考慮すれば現段階で

断定できるものではない。上記他国において、JICA の長期的活動によって CD の構築に

寄与したこと、また JICA 技術協力プロジェクトへの信頼を得たことなどの経験から、

本プロジェクトにおいても今後、パキスタン国側と日本側の協議の機会をさらに増やし、

継続的に粘り強く理解を深めていく必要があるとの結論に至っている。 
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２－２ プロジェクトの投入・活動実績 

 ２－２－１ 投入の実績 

  投入は概ね計画どおり実施されている。 

 

 （１）日本側 

１）専門家 

専門家は、2007 年７月までに７分野での人員が派遣されている。指導分野は、プロ

ジェクト・マネジャー、結核対策（現地リーダー）、業務調整、結核検査、結核検査

マネジメント、薬剤管理、アドボカシーなどである。 

２）機材供与 

2006 年度末までに 2000 万円相当の機材が供与された。主な機材は検査室で使用す

る器具（顕微鏡やガラス器具など）である。 

３）カウンターパート研修 

これまでに４名のカウンターパートが、財団法人結核予防会結核研究所において、

結核対策と結核菌検査の分野の研修に参加している（２名は研修済み。他２名が中間

評価時に研修中）。 

４）その他（ローカルコスト支援） 

2006 年度末までに、約 2100 万円のローカルコスト支援が行われている。これらは

主に、研修・ワークショップの開催費用、専門家の巡回指導などに支出されている。 

 

 （２）パキスタン国側 

１）カウンターパート 

パキスタン国側は、NTP、国家リファレンスラボに、マネジャーをはじめとして計

４名のカウンターパートを配置した。州レベルではパンジャブ州 PTP のマネジャーを

はじめとするスタッフ７名、州結核リファレンスラボのスタッフ９名をカウンターパ

ートとして配置している。さらに、モデル県の県保健担当官（Executive District Officer, 
Health：EDOH）、DTC、県検査スーパーバイザー（District Laboratory Supervisor：DLS）
合計 12 名が、カウンターパートとして本プロジェクトに関与している。 

２）プロジェクトオフィス 

日本人専門家のプロジェクトオフィスは NTP オフィスと同じ階に供与されている。

また、検査室専門家には、ラホールにあるパンジャブ州リファレンスラボ内にオフィ

スが供与されている。 

 

なお、投入の実績については、付属資料２．合同評価報告書の Annex１～４を参照。 

 

 ２－２－２ 活動の実績と成果達成状況 

活動の実績は、パキスタン国側カウンターパート、日本人専門家を対象とした個別インタ

ビュー、ワークショップ及び協議において、PDM における活動項目（32 項目）別に確認し

た。また、同時に各活動に設定された指標をもとに成果の達成度を確認した。活動の実績と

成果の達成度は以下のとおりである。 
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表２－１ 活動の実績 

活動項目 指標 評価結果 

1.1.1 DOTS 拡大

のためにアドボカ

シー、計画、トレ

ーナーズトレーニ

ングを強化する。 

 
プロジェクトは、2007 年３月、ファイサラバードで実施された

TB-day（結核デー）に参加し、ウオークラリー、啓発セミナー、新

聞広告、ラジオスポット、リーフレット配布などにおいて DOTS 活

動拡大に協力した。 

1.1.2 ヘルスワー

カーの初期研修を

実施する。 

 初期研修が必要な DOTS 関係者は各県の DTC の報告に基づいて決定

される。プロジェクトは現在までに、ラホールとファイサラバード

の医師 40 人、DOTS ファシリテーター20 人、レディ・ヘルス・スー

パーバイザー（Lady Health Supervisor：LHS）40 人、LHW 1,175 人

に対して初期研修を実施した。グジュラートとムルタンでは、プロ

ジェクトが開始される前に初期研修が終了していた。 

中間評価現在、初期研修が終了した人数は以下の表のとおりである。

ラホールに関しては、まだ初期研修を終了していない人員が残って

いるので、引き続き 2007 年度に実施することを予定している。 

 

2006 年までに初期研修を終了した保健人員の数 

研修済み人数  診
断
セ
ン
タ
ー
数 

治
療
セ
ン
タ
ー
数 

診
断
セ
ン
タ
ー
と

治
療
セ
ン
タ
ー
の

合
計 

医 
 

師 

Ｄ

Ｏ

Ｔ

Ｓ

フ

ァ

シ

リ

テ
ー
タ
ー 

Ｌ
Ｈ
Ｗ
の
数 

研
修
済
み 

Ｌ
Ｈ
Ｗ
の
数 

グジュラ

ート 

12 89 101 106 113 1,704 1,704

ムルタン 11 104 115 137 126 1,900 1,750
ラホール 32 156 188 178 122 1,627 不明

ファイサ

ラバード

18 283 301 301 301 2,700 2,700

出典：県保健局 

1.1.3 DOTS 活動

のモニタリングを

向上させる。 

1-1 ４つのモ

デル県で治癒

率が 85％以上

に到達する。 

プロジェクトは DTC、DLS と一緒に診断センターの巡回指導に出か

けている。各診断センターをパフォーマンスの良し悪しでカテゴリ

ー分けを行い、巡回指導の頻度を決定した。巡回指導でのチェック

点は、①管轄人口、②管轄している BHU（Basic Health Unit：ベイ

シックヘルスユニット）と治療センターの数、③DOTS データ、④

検査室の機能、⑤検査技師のパフォーマンス、⑥アドボカシー掲示

状況、⑦治療センターや LHW とのコミュニケーション、⑧記録の

正確さ、などである。2006 年はモデル県内 40 か所以上（１か所に

複数回の指導もあり）の診断センターなどに巡回指導に出向いた。

 

〔指標〕 

モデル４県での治癒率（Cure rate：CR）は、グジュラートを除いて

85％には達成されていない。しかしながら、治療成功率（Treatment
Success Rate：TSR）を見ると、グジュラートとファイサラバードで

85％に達している。ムルタンが治癒率、治療成功率ともに低いこと

は、州レベルの四半期会合で再三指摘されている。 
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モデル４県での治療率と治療成功率の変化 

 第１四

半期 

2005 

第２四

半期 

2005 

第 ３ 四

半期 

2005 

第 ４ 四

半期 

2005 

第 １ 四

半期 

2006 

CR 85％ 88％ 88％ 91％ 94％ Gujrat 
TSR 98％ 97％ 99％ 97％ 99％ 

CR - 23％ 59％ 40％ 60％ Faisala 
bad TSR - 56％ 83％ 70％ 90％ 

CR 46％ 36％ 45％ 43％ 51％ Multan 
TSR 60％ 66％ 67％ 80％ 69％ 

CR - - 52％ 56％ 69％ Lahore 
TSR - - 67％ 83％ 79％ 

出典：パンジャブ州結核対策プログラム 

1.1.4 医師、パラ

メディカル、検査

技師で質の高い会

議が開催される。 

 
2007 年の第１四半期を除いて、プロジェクトはモデル県での四半期

会議を支援した。会議では、診断センターからのデータに基づき、

DOTS 活動をどのように向上させるかを議論した。 

1.1.5 検査室のベ

ースラインサーベ

イを実施する。 

 モデル県においては、検査室の情報（DOTS センターの数、喀痰検

査の数など）を収集した。特にファイサラバードでは、巡回指導を

兼ねてすべての診断センターの機能を評価した。また、IPH（Institute
of Public Health ：公衆衛生研究所）が実施する検査室のベースラ

インサーベイを支援した。 

1.2.1 結核対策官

のための州のワー

クショップを強化

する。 

1-2 結核対策

官のための州

ワークショッ

プが定期的に

開催される。 

州レベルの四半期会議は PTP によって定期的に実施されている。プ

ロジェクトとしても（2007 年第１四半期を除いて）これに出席し、

技術的なアドバイスを行っている。モデル県でのプロジェクトの活

動について、グジュラートの EDOH が発表し、プロジェクトの巡回

指導の技法を他県の EDOH へ紹介した。 

 

〔指標〕 

上記のとおり、指標はすでに達成されている。 

今後、記録報告分析・評価やモデル県での経験の共有化について有

効な会議運営に留意することで合意。 

1.2.2 スーパーバ

イザー研修がパン

ジャブ州全県で実

施される。 

1-3 90 ％ の

DTCと EDOが

スーパーバイ

ザー研修を受

ける。 

2006 年 12 月にプロジェクトと WHO との共同で、35 全県への DTC
に対するスーパーバイザー研修が実施された。この研修により、以

前はほとんど使用されていなかったスーパービジョン・チェックリ

ストが有効利用されるようになった、 

 

〔指標〕 

全県の DTC がスーパーバイザー研修を受けたことにより、この点に

おいて指標は達成された。 

1.2.3 スーパービ

ジョンとモニタリ

ングを強化する。 

1-4 モニタリ

ングとスーパ

ー ビ ジ ョ ン

が、四半期報

告と四半期会

議に基づいて

計画され、実

施される。 

PTP は四半期報告に基づき、四半期会議でモニタリング・スーパー

ビジョン計画を作成している。モニタリング・スーパービジョンに

関しては、NTP が National Program Officers（NPOs）といわれる人

員を（WHO/USAID の予算で）確保しており、DTC に対してテクニ

カルアドバイザーという形で支援している。ただし、プロジェクト

のモデル県には NPO は配置されておらず、プロジェクトが NPO の

役割を果たしているとみなされている。 

PTP への技術移転のためには、PTP スタッフがプロジェクトによる

巡回指導に同行する必要があるが、事前に PTP とプロジェクトメン

バーの間で巡回指導実施計画の打ち合わせなどが充分に行われてい

ないため、PTP 副マネジャーがラホールでの巡回指導の一部に同行

するにとどまっている。PTP は、巡回指導体制の強化に熱心であり、
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DTC への車両供与、交通費支出がなされている。これにより、DTC
のモニタリング・スーパービジョン実施は回数が増えている。 

 

〔指標〕 

モニタリング・スーパービジョンは計画的・定期的に実施されてい

る。今後、プロジェクトのモニタリング・スーパービジョン手法が

州内他県にも拡大されるよう、PDM に活動が追加された。（詳細は

第４章４－３を参照） 

1.2.4 ヘルスワー

カーに対するリフ

レッシャー研修を

実施する。 

1-5 リフレッ

シャー研修が

35 県で計画さ

れ、実施され

る。 

プロジェクトはパラメディカルへの研修モジュール作成を支援し

た。 

PTP により、2006 年に 10 県でリフレッシャー研修が実施されたが、

プロジェクトはモデル県のムルタンで 2006 年９月に実施した。（医

師 13 名、DOTS ファシリテーター12 名、LHW160 名、検査技師 14

名）。モデル県の他県においても 2007 年度に研修を実施する予定。

 

〔指標〕 

35 県全県では実施されていない。（2006 年は 10 県） 

1.2.5 記録と報告

についての研修を

実施する。 

1-6 診断セン

ターの 90％が

四半期報告を

期限切れから

１か月前まで

に提出する。 

プロジェクトは 2006 年にムルタンでの記録と報告の研修を支援し

た。また、県レベルでのデータの電子化を、プロジェクトは 2007

年３月に研修実施のかたちで支援し、全県が参加した。 

 

〔指標〕 

指標については達成されたとみなしてよい。各センターは四半期終

了翌月に行われる四半期会議で四半期報告を行っているが、現在で

は、ほぼすべてのセンターがもれなく報告している。 

またこの報告徹底の向上は、2006 年中ごろから PTP が会議運営方法

を改善したことにも関係している。 

・以前は会議の中で各県の DOTS データを発表して、後に議論する

という方法をとっていたが、現在では、データは会議の数日前に

提出され、PTP がすでに分析した段階で会議に臨むようになった。

したがって、議論の時間を多くとることができるようになり、会

議時間が有効に使われるようになった。 

・そのため各県は、会議の前に DOTS データを PTP に報告しなけれ

ばならなくなったことで、報告の遅れがなくなった。 

1.2.6 第三次医療

施設での DOTS 実

施を強化する。 

1-7 結核患者

のレファラル

が開始され、

５か所以上の

第三次医療施

設から治療結

果が報告され

る。 

中間評価時点では、州内 15 か所の第三次医療施設のうち 14 か所が

DOTS に参加しデータも PTP に報告されるようになった。これは、

PTP が“Funds for Innovate DOTS Expansion through Local Initiative
to Stop TB”の協力で実施したものである。このことにより、大都

市をかかえるラホール県の症例発見率は大幅に増加した。しかし、

レファラルシステムは未だ確立していない。 

 

〔指標〕 

治療結果の報告は 15 か所中 14 か所からなされるようになったが、

レファラルシステムはまだ確立されていない。また、脱落率が高い、

塗抹陰性結核の増加、ガイドラインに沿わない治療などが指摘され

ることもあり、第三次医療施設結核対策に関する指標が PDM に改

訂・追加された。（詳細は第４章４－３を参照） 

1.2.7 治療脱落者

減少のためのオペ

レーショナル・リ

サーチを実施す

る。 

1-8 治療脱落

者追跡メカニ

ズムが開発さ

れる。 

2006 年９月に、リサーチアイデアを共有するワークショップを開催

し、リサーチデザインを作成した。2007 年にデータ収集の予定であ

る。この調査のデザインと結果は、分析後に州レベルや国家レベル

で発表することが期待されている。 
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〔指標〕 

メカニズムはまだ開発されていない。治療脱落に関する現状調査及

びその対策を講じる必要性について合意したが、メカニズム構築・

対策の徹底に至るまでには時間を要するため、指標を改訂した。（詳

細は第４章４－３を参照） 

1.3.1 パンジャブ

州の外部精度管理

（EQA）システム

が強化される。 

1-9 ４つのモ

デ ル 県 で 、

EQA システム

が 実 施 さ れ

る。 

EQA システムは、DOTS の質を保証するために欠かせない制度であ

る。プロジェクトはこのシステムを導入し、向上させるために多大

な努力をしてきた。特に、ラホール公衆衛生研究所にある州結核リ

ファレンスラボラトリー（Institute of Public Health, TB Reference 
Laboratory：IPH/TBRL）とモデル県での EQA システム強化を集中し

て実施した。その結果、中間評価時点では、グジュラートの EQA シ

ステムは前専門家が立ち上げたものを改良し、ムルタンでは新たに

設立から支援するなど、徐々に成果をあげてきている。（ラホール・

ファイサラバードでの EQA は今後の課題。） 

EQA システムは以下の三段階を経て設立された。 

１．啓発期 

２．導入期 

３．実施期 

 

１．啓発期 

プロジェクトは、なぜ EQA が必要なのか、ということを関係者に理

解してもらうため、全県の EDOH と DTC を対象に 2006 年９月にワ

ークショップを開催した。 

 

２．導入期 

２－１ 診断センターレベルの検査技師の技術強化 

検査技師技術強化のために、まずはトレーナーとなる IPH のスタッ

フの能力を強化した。 

その後、ムルタン（2006 年 11 月）・グジュラート（2007 年１月）・

ファイサラバード（2007 年２月）の３県の検査技師のリフレッシャ

ー研修を実施した。 

２－２ EQA センターの設立 

検査室の標準化を行い、必要な機材供与を行った。 

２－３ 県検査室スーパーバイザー（District Laboratory Supervisor：
DLS）の強化 

DLS が任命され、研修を受けた。 

２－４ EQA センターのクロスチェッカー育成 

クロスチェッカーが任命され、研修を受けた。（ムルタンとグジュラ

ート） 

２－５ EQA システムにおける DOTS ファシリテーターの育成 

DOTS ファシリテーターに対して、スライドサンプリングの方法や、

クロスチェッカーへの提出方法について研修した。（グジュラート）

 

３．実施期 

ムルタンとグジュラートの EQA センターと診断センターに対する

四半期ごとの巡回指導を実施している。 

 

備考 

ラホールとファイサラバードでは、IPH/TBRL がクロスチェックを

実施している。 
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〔指標〕 

グジュラート・ムルタンでは実施されている。ラホール・ファイサ

ラバードは実施が確立されていない。 

また、EQA システム及び州リファレンスラボラトリーの機能強化へ

の支援活動については、プロジェクト期間内に協力する範囲と州リ

ファレンスラボラトリーの役割を明確にする必要があることから、

検査に係る指標を改訂した。（詳細は第４章４－３を参照） 

1.3.2 IPH/TBRL 
（州結核リファレ

ンスラボ）の強化 

 州結核リファレンスラボは 2003 年４月、ラホールの IPH 内に設置さ

れ、結核菌検査において主に４つの役割を担っている。 

①研修の実施 

②データ管理と分析 

③EQA センターのスーパービジョン 

④診断センターへのモニタリングとスーパービジョン 

 

また、EQA システムにおける州リファレンスラボの役割は、EQA セ

ンターと診断センターとの結果が一致しなかった場合の最終判定者

というものである。 

 

①研修の実施 

研修実施が効果的にできるよう、プロジェクトは必要な機材（顕微

鏡など）を IPH/TBRL に対し供与した。この結果、IPH/TBRL は、

全県の検査技師（結核菌検査）に対して研修を実施することができ

た。また、５日間のリフレッシャー研修も全県の検査技師（結核菌

検査）に対し実施した。 

②データ管理と分析 

IPH/TBRL は、すべての診断センターのデータを収集し、管理し、

分析している。また、診断センターのエラーの数やスライドの質に

ついてのデータも収集し分析している。 

③EQA センターのスーパービジョン 

全県の DLS に対して、検査室管理研修と EQA 研修を実施した。こ

のうちプロジェクトはモデル県での研修を支援した。また、

IPH/TBRL は９県でクロスチェッカーへの研修を実施した。また、

EQA センターの立ち上げ時には、IPH/TBRL はこれを支援している。

④診断センターへのモニタリングとスーパービジョン 

現状では、モニタリング・スーパービジョン実施の充分な予算がな

いため、データを精査してパフォーマンスの良くない診断センター

を選んで巡回指導を実施している。 

1.3.3 ムルタン、

ニシタール医科大

学に州リファレン

スラボを設立す

る。 

1-10 ニシター

ル医科大学の

州リファレン

スラボで定期

的な研修が実

施される。 

PTP は 35県をひとつのリファレンスラボラトリーでカバーしている

現状の困難を鑑み、さらに１か所のリファレンスラボラトリーの設

置を切望している。プロジェクトは、同医科大学での州リファレン

スラボ設立に関して 2006 年８月と 2007 年１月の２回同医科大学と

協議を行い、設立場所・施設アウトラインなどの協議を行った。現

在、設立のための州政府予算拠出を待機中。 

 

〔指標〕 

まだ実施されていない。 

プロジェクトの期間内での技術協力可能性を考慮して、リファレン

スラボラトリー設置期限を設けることで合意し、PDM を改訂し、

「ニシタール医科大学への州リファレンスラボの設立資金が 2007

年 10 月までに支出され、2007 年 12 月までに竣工すること。」とい

う外部条件が追記された。 
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1.3.4 検査マニュ

アルと研修モジュ

ー ル が 開 発 さ れ

る。 

1-11 検査マニ

ュアルと研修

モジュールが

発行される。 

喀痰塗抹顕微鏡検査のマニュアルと研修モジュールは、現地語（ウ

ルドゥ語）版が検査管理専門家の協力で発行された（検査管理専門

家が作成した原稿を現地語翻訳したもの）。また、EQA に関して、

Standard Operation of Procedure のドラフトが作成された。 

 

〔指標〕 

マニュアル・モジュールともに発行され、指標は達成された。 

1.3.5 標準化され

た顕微鏡検査の研

修がリファレンス

ラボにおいて実施

される。 

1-12 標準化さ

れた検査の研

修 マ ニ ュ ア

ル・モジュー

ルが使用され

る。 

リファレンスラボラトリーにおいては、まずトレーナーズトレーニ

ング（TOT）が実施された。その後、プロジェクトは 2006 年 11 月

にムルタンの検査技師 11 人、2007 年１月にグジュラートの検査技

師 12 人、2007 年２月にファイサラバードの検査技師 12 人に対して、

リファレンスラボラトリーが行う研修を支援した。 

検査マニュアルと研修モジュールは検査技師に対する同様の研修す

べてで使用されており、内容は高く評価されている。  

 

〔指標〕 

マニュアル・モジュール共に使用されている。 

1.3.6 検査室のス

ーパーバイザー研

修を実施する。 

1-13 検査室ス

ーパーバイザ

ーが定期的に

スーパービジ

ョンを実施す

る。 

検査室へのスーパーバイザーは DLSが診断センターなどへのスーパ

ービジョンを行っている。DLS への研修は 2006 年９月、全 35 県を

対象に実施された。 

DLS はスーパービジョンを実施しているが、（ムルタン県以外は）定

期的ではない。現状では、パフォーマンスの良くない診断センター

を四半期報告から選び、スーパービジョンを実施している。すべて

をスーパービジョンしていない理由として、予算が充分確保されて

いないことがあげられる。中間評価の際にこの問題点が DLS や州リ

ファレンスラボから提示され、PTP は次の計画委員会（Planning
Commission-1：PC-1）への予算計上を行うと表明した。 

 

〔指標〕 

スーパービジョンは実施されているが、定期的ではない。 

1.3.7 鏡検におけ

るパネルテストを

実施する。 

1-14 パネルテ

ストの結果に

基づいて、検

査技師のリフ

レッシャー研

修 を 実 施 す

る。 

パネルテストは、プロジェクト開始前は実施されていたが、現在は

州リファレンスラボの研修能力も向上し、EQA システムも 35 県中

（州リファレンスラボによれば）28 県で実施されているので、プロ

ジェクトとしてはパネルテストを実施する必要性はないと判断し

た。スライドの品質を保証するためには今後も EQA システムを通し

て実施するのがよいと考えており、品質が低い場合は州リファレン

スラボがリフレッシャー研修を実施するなどして対応する予定であ

る。 

 

〔指標〕 

上記現状に則した指標に改訂された。（詳細は第４章４－３を参照）

1.4.1 抗結核薬管

理のためのオペレ

ーショナル・リサ

ーチを実施する。 

1-15 オペレー

ショナル・リ

サーチの結果

が国際会議で

発表される。 

2006 年６月から７月にかけてパンジャブ州の５県においてオペレ

ーショナル・リサーチが実施された。結果は分析後、2006 年 11 月

と 2007 年６月に NTP と PTP に報告された。この結果は、抗結核薬

管理に問題はないとしていた NTP と PTP両者に対策の必要性を訴え

るものとなった。その結果とは、抗結核薬の不適正使用がみられる

こと、ヘルスワーカーの抗結核薬に対する知識が充分ではないこと、

抗結核薬保存状態が充分でないこと、私立薬局での抗結核薬の処方

箋なしの販売がみられること、などであった。これらの結果は国内

の会議を経て、国際会議でも発表される予定である。 

 

〔指標〕 

国際会議での発表を予定している。 
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1.4.2. 抗結核薬

管理に関する州レ

ベルのワークショ

ップが開催され

る。 

 2006 年 11 月に州レベルでオペレーショナル・リサーチの結果報告

のワークショップが開催され、次のステップについて議論した。 

プロジェクトとしては、現在用いられているスーパービジョンのチ

ェックリストに医薬品の項目を加えて、スーパービジョンの際に定

期的に医薬品管理状況もチェックできるような体制を作る予定であ

る。 

1.4.3 州レベル

（国家レベル）の

抗結核薬管理ガイ

ドラインとマニュ

アルが作成され

る。 

 

中間評価時点で、プロジェクトはガイドライン作成のための議論を

開始したところであった。ガイドラインとマニュアルを整理して、

国家レベルではガイドラインを、州レベルではマニュアルを作成す

る予定である。 

1.4.4 抗結核薬管

理研修が実施され

る。 

1-16 医薬品管

理に関する研

修が実施され

る。 

1-17 どの県に

おいても、抗

結核薬不足が

見られない。 

この活動は、ガイドラインとマニュアル作成が終了してから行う予

定である。 

また、指標 1-17 に関しては指標としての意義が的確でないことか

ら、「2006 年にオペレーショナル・リサーチで調査された際の指標

に比べて、2007 年は向上している。」と変更することになった。 

 

〔指標〕 

1-16 に関しては、まだ実施されていない。1-17 に関しては、指標が

現状に則していないため改訂された。（詳細は第４章４－３を参照）

2.1.1 国家サーベ

イランスシステム

を強化する。 

2-1 NTPは90 

％以上の県よ

り、四半期報

告を締め切り

後 1か 月 以 内

に受け取る。 

NTP は国家レベル・州レベルにおいては、すでにデータの電子化は

終了している。現在、県レベルのデータ電子化に着手しており、プ

ロジェクトとしてはパンジャブ州での県レベルデータ電子化を支援

している。 

 

〔指標〕 

指標に関しては、2007 年第１四半期の全県のデータをみると、中間

評価時点で全県からすでに報告が上がってきているため、達成でき

ていると考えられる。NTP が四半期ごとに主催する全州 PTP マネジ

ャー会議において、州レベルでの結核対策進行度をこのデータに基

づいて議論している。 

2.1.2 国家レベル

の結核対策担当官

へのワークショッ

プが開催される。 

2-2 結核対策

担当官への国

家レベルのワ

ークショップ

が定期的に開

催される。 

結核対策担当官とはこの場合 PTP マネジャーのことを言い、国家レ

ベルのワークショップとは四半期会議である。NTP は四半期会議を、

プロジェクトが実施されたときにはすでに定例化しており、開催に

際してプロジェクトが支援する必要はなかった。プロジェクトとし

てはこの会議に毎回出席し、2006 年 12 月にはプロジェクトの１年

の活動報告及び 2007 年の計画を発表した。 

 

〔指標〕 

上記のとおり定期的に開催されている。記録報告分析評価体制への

一層の支援や、モデル県での経験の共有化を図るために指標は改訂

された。（詳細は第４章４－３を参照） 

2.1.3 報告体制の

電子化を、国家レ

ベル・州レベルで

開発する。 

2-3 州レベル

と国家レベル

では、四半期

データは電子

化によって管

理され、分析

される。 

NTP は WHO の支援によって国家レベルと州レベルで報告体制を電

子化した。プロジェクトはこの電子化システムを県レベルで実施す

るのを支援するため、2006 年はパンジャブ州で研修を実施した。

2007 年は、シンド州とバルチスタン州を支援する予定である。また、

国家レベルに電子化されて集められたデータは、NTP によって管理

され、様々な角度から（県別、性別など）分析されている。 

 

〔指標〕 

州レベル・国家レベルでは四半期データが電子化によって管理さ

れ・分析されているので、指標は達成されている。 
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2.1.4 モニタリン

グとスーパービジ

ョンを強化する。 

2-4 報告に基

づいて、定期

的なモニタリ

ング・スーパ

ービジョンが

実施される。 

NTP としてのモニタリング・スーパービジョン体制は以下のとおり

である。 

WHO と USAID の支援により、全国的に 22 名の NPO と呼ばれる人

員を用いている。NPO は一人当たり４、５県を担当し、DTC を技術

的側面から支援する役割を担っている。NPO のための定例会議もあ

り、NTP はこの場で NPO からモニタリング・スーパービジョンの結

果を収集し、必要な指示を出している。 

 

〔指標〕 

モニタリング・スーパービジョンは定期的に実施されているが、プ

ロジェクトのかかわりが充分とはいえなかった。そのため、本活動

をより明確に実施するため、PDM の改訂が行われた。（詳細は第４

章４－３を参照） 

2.1.5 EQA ワーク

ショップを開催す

る。 

 プロジェクトは、2006 年９月に EQA ワークショップを開催した。

このワークショップにおいて、州リファレンスラボの役割が明確化

された。 

国家結核リファレンスラボによれば、中間評価時点で EQA を実施し

ている県は全国で 45 である。 

2.1.6 国家ガイド

ラインとモジュー

ルを改訂する。 

2-5 プロジェ

クトの技術支

援によって、

ガイドライン

と研修モジュ

ールは改訂さ

れる。 

プロジェクトは DOTS ファシリテーターの研修モジュール改訂に技

術的支援を行い、その結果改訂版ドラフトが作成された。その他の

活動は行われてきていなかったが、中間評価時の NTP との協議にお

いて、国家結核対策ガイドラインとそれに基づく研修モジュールの

改訂に対するプロジェクトの技術支援の方法が協議された。 

 

〔指標〕 

DOTS ファシリテーターの研修モジュールのみ技術支援を行った。

2.1.7 アドボカシ

ーやコミュニティ

啓発にマスメディ

アを利用する。 

 マスメディアを利用しての啓発活動は、ファイサラバードで行われ

た「結核デー」の際のみであるが、その他のアドボカシー活動とし

て、2006 年７月、プロジェクトによって患者教育用フリップチャー

トが作成されて 500 部が印刷され、NTP に贈呈された。2006 年 11

月に開催されたヘルスエキスポでは、プロジェクト作成のリーフレ

ット（コミュニティ啓発用）が配布された。 

2.2.1 抗結核薬管

理の国家レベルの

ワークショップが

開催される。 

 2006 年、NTP は全４州で抗結核薬管理のオペレーショナル・リサー

チを計画したが、現在のところ実施されたのはパンジャブ州と北西

辺境州の２州のみである。パンジャブ州での結果は NTP、PTP に報

告された。プロジェクトは、2006 年 11 月にワークショップを開催

しパンジャブ州での結果を発表するとともに、他州でのリサーチデ

ザインの発表・指導を実施した。 

2.2.2 抗結核薬管

理の国家レベルの

ガイドラインとマ

ニュアルが作成さ

れる。 

2-6 抗結核薬

管理の国家レ

ベルのガイド

ラインとマニ

ュアルが発行

される。 

NTP は 2006 年 11 月、抗結核薬管理のためのコーディネーション会

議を開催し、ガイドラインの作成を議論した。その結果、プロジェ

クトは独 GTZ（Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit）、独

GLRA（German Leprosy and TB Relief Association）、WHO などと

ともにガイドライン作成のイニシアチブをとることとなった。 

当初ガイドラインは、４州全州でのオペレーショナル・リサーチの

結果をもとに作成する予定であったが、現在のところ２州で調査が

終了していない。このため、現在調査が終了している２州の結果を

もとにガイドラインの作成に入ることとなる。２州での結果が判明

次第ガイドラインに反映されることとなる。 

州レベルの研修マニュアル・スーパービジョンツールについては、

プロジェクトが主導して作成する予定である。 

 



－20－  

  〔指標〕 

まだ発行されていない。国家レベルでの活動と州レベルでの活動を

明確化させるため、PDM の指標が改訂された。（詳細は第４章４－

３を参照）  

 

２－３ 成果達成状況 

 本評価調査において、各成果に設定された指標をもとに、成果の達成度を確認した。 

 

（１）成果１ 

パンジャブ州結核対策プログラムが、技術・マネジメントともに強化される。 

 

プロジェクトが現在までに最も力を注いだ活動は、モデル県での巡回指導と EQA シス

テム強化のための検査室整備及び検査技師の技術向上であった。それに伴いモデル県にお

いて結核対策の指標も向上していることから、プロジェクトの活動が着実に成果を上げて

きていると判断される[jica5]。プロジェクト開始からの１年間で、治癒率がグジュラート

県で 85％から 94％に、ファイサラバード県で 23％から 60％に、ムルタン県で 46％から

51％に、ラホール県で 52％から 69％にと、それぞれ向上している。また、喀痰塗抹顕微

鏡検査による患者発見率も、プロジェクト開始からの１年間で、グジュラート県で 48％か

ら 76％に、ファイサラバード県で 8％から 33％に、ムルタン県で 26％から 36％に、ラホ

ール県で 14％から 113％にと、それぞれ向上している（ただし、ラホール県の患者発見率

の向上については、PTP が第三次医療機関の DOTS への取り込み強化を強力に推し進めた

ための結果であるという PTP による分析の結論が出されている）。 

プロジェクトはモデル県において、ヘルスワーカーに対する研修の実施、診断センター

などへの巡回指導の実施とその際の DTC、DLS への指導法アドバイス、四半期会議への

資金的・技術的アドバイス、EQA システム設立に関しての全面的な協力などを通じ、上記

指標の向上に寄与してきた。加えて、プロジェクトがモデル県において一定の成果を達成

し結核対策に貢献していることは、PTP へのインタビュー、カウンターパートへのワーク

ショップなどでそれぞれ確認できた[jica6]。 

 

パンジャブ州全体の指標をみても、この１年間において治癒率は 67％から 66％と足踏

み状態にあるものの、治療成功率をみると 81％から 86％に伸びている。このことから、

今後は治癒率も向上することが予測できる。また、喀痰塗抹顕微鏡検査による患者発見率

はプロジェクト開始から１年間で 29％から 63％へと向上している。 

 

しかしながら、プロジェクト開始から中間評価までの時期が短かったこともあり、パン

ジャブ州全体での活動においては、州レベルの四半期会議への出席、研修支援などを除い

て、現状までのプロジェクトの貢献は顕著に現れていない。PTP のプロジェクトへの認識

もまた州全体でみるとそう高くなく、パンジャブ州結核対策の向上は PTP 自身の機能強化

によるものとの認識である。 

パンジャブ州 PTP は PTP 自身の強い結核対策へのコミットメントが見られ、その機能

強化に熱心に取り組んでいる。プロジェクト専門家によれば、プロジェクト開始後から中
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間評価時点までの１年余りにおいて、PTP の機能強化に以下のような向上点が見られると

のことである。 

・州レベルの四半期会議運営方法の向上 

会議を問題解決のための議論中心に行えるよう、各県から提出された四半期データは会

議前にすでに PTP によって分析されるようになった。それによって会議も議論に多くの

時間が割けるようになった。 

・モニタリング・スーパービジョンへの重要性認識の向上 

PTC に車両を１台ずつ供与し、巡回指導のための予算も確保している。これは結核対策

における巡回指導の重要性を認識した現れである。 

その他、中間評価のためのワークショップにおいても、検査室の巡回指導に予算が配置

されていないことを PTP が知るや即座に検査室の責任者と議論し、次年度からの予算を考

慮するなど、問題に対処する敏速な行動も見てとれた。加えて、日本人専門家や DTC な

どのインタビューからも、PTP はパンジャブ州結核対策全体を見渡し、どこを強化すべき

か、何に取り組むべきかを常に考えている姿勢が見てとれ、強力なリーダーシップをもっ

て州結核対策を率いていることが確認された。 

 

プロジェクトが現段階でモデル県においては成果が認められているのに対し、パンジャ

ブ州全体への裨益効果が認められていない一因として、PTP が CD に関する意識が低いこ

とがあげられる。これは以下のような理由によるものであると、PTP やプロジェクト

[jica7]へのインタビューから考察された。 

・中間評価時点まで、また評価時においても、日本側から JICA 技術協力プロジェクトは

CD を目的としているものであるという説明が何度も行われているが、まだパキスタン

国側の充分な理解が得られていない。 

・モデル県での成果を州全体に拡大させるための手段をプロジェクトと PTP で充分な協議

がなされていない。 

このため、PTP にとってはプロジェクトがモデル県における活動実施者という認識にと

どまっており、プロジェクトの日本人が持っている専門性を技術移転に活かしきれておら

ず、CD の認識も不十分である。 

今後は、第三次医療機関の DOTS プログラムへの確実な参加や、治療脱落者を防ぐ取り

組み、EQA システムの標準化など、PTP と連携して実施していくべき活動がさらに増加す

る。評価調査団と PTP との協議において、これらの活動実施に際して JICA プロジェクト

への強い期待がうかがわれた。CD への理解を得、効果的な活動ができ、成果が得られる

よう、今後も PTP と日本人専門家が充分協議を重ねていくことが期待される。 

 

（２）成果２ 

国家結核対策プログラムと、国家結核リファレンスラボラトリーが、技術・マネジメン

トともに強化される。 

 

中間評価時点では、プロジェクト開始からの時期が短いこともあり、プロジェクトの国

家レベルに対しての寄与は未だ多くないものと判断された。PDM によればプロジェクトの



－22－  

国家レベルでの活動として、四半期報告の徹底、四半期会議の開催、データの電子化とそ

の管理・分析、モニタリング・スーパービジョンの実施、ガイドラインや研修モジュール

の改訂、抗結核薬のガイドライン作成などがあるが、プロジェクトがイニシアチブをとっ

て実施した活動は抗結核薬管理に関してのみであり、これも順調というわけではなかった。

その理由として、以下のことがあげられる。 

・四半期会議や四半期報告はプロジェクト開始前にすでに実施が徹底されていた。 

・データの電子化についても国・州レベルではすでにプロジェクト開始前に実施されてい

た。 

・モニタリング・スーパービジョンについては、NTP は NPO というポストを WHO と

USAID の資金援助で確保しており、それぞれの NPO が４、５県を担当するという制度

ができていた。 

・抗結核薬のガイドライン作成に関しては、もともと４州のオペレーショナル・リサーチ

結果をもとにして作成する予定であったが、シンド・バルチスタン州でリサーチがまだ

実施されないため、活動に遅れが出ている。また、抗結核薬管理に関して、国レベルの

カウンターパートが配置されていないこともガイドライン作成が予定通り進まない一

因である。 

上記のように国家レベルの活動に関しては、プロジェクトが活動しにくい状況にあった

ともいえる。日本人専門家の専門性が効果的に活かされ、JICA プロジェクトの特徴である

CD を強化するため、調査団から以下の活動可能性が指摘された。 

・四半期会議において専門家の立場から技術的アドバイスを積極的に行う。また、モニタ

リング・スーパービジョン手法の技術移転のため、すなわちモデル県での経験を共有す

るために実際的なデモンストレーションを実施する。 

・四半期報告の分析において、より詳細で深い分析ができるようアドバイスを行い、分析

結果に基づく問題点を指摘する。 

また、評価調査団と NTP の本評価における協議実施過程で、国家結核対策ガイドライン

の改訂などプロジェクトの支援が必要とされている活動がさらに存在することが判明し

た。また、上記のような日本人専門家の専門性をさらに発揮することへの期待もうかがわ

れた。今後は、プロジェクトが NTP と密にコミュニケーションを持ちながら、必要な活動

を支援していくことが望まれる。 

 

２－４ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標の達成度を測るために２つの指標が設定されている。これらの指標の経時

変化の分析を行うことにより、プロジェクト目標達成の見込みを考察する。 

 

＜プロジェクト目標＞ 

質の高い国家結核対策プログラムが、州や県の結核対策プログラムと連携して組織的に実施

される。 
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＜指標＞ 

指標 状況 

パンジャブ州の治癒率が

85％に達し、維持される。 

現状（2006 年第１四半期コホート）では、パンジャブ州全体

の治癒率は 66％で、まだ目標は達成できていない。（表１）

 

治癒率を向上させるために、現在のところパンジャブ州 PTP
はまず、治療成功率を上げることにターゲットを絞ってい

る。パンジャブ州の治療成功率は 2005 年第４四半期（コホ

ート）で治療成功率が目標の 85％に達し、2006 年第１四半

期もこれを維持している。また、県別の治療成功率をみても

（表２）、全 35 県のうち 85％に満たない県は８県を残すのみ

となっている。 

 

治療成功率が着実に伸びていることを考えると、治癒率も今

後上昇することが充分考えられるため、プロジェクト目標の

達成見込みはあるか、または近いところまでいくことが予想

される。 

関係者からのインタビューや、ワークショップなどで治癒率

がいまだ 66％にとどまっている理由として、治療７か月目の

最後の喀痰検査の実施が確実になされていないことが指摘

された。今後はプロジェクトからもこの検査の徹底を図るよ

う指導することが期待される。 

 

表１ パンジャブ州での治癒率・治療成功率の推移 

 治癒率（％） 治療成功率（％）

第１四半期 2004 68 80 

第２四半期 2004 62 80 

第３四半期 2004 64 78 

第４四半期 2004 64 81 

第１四半期 2005 67 81 

第２四半期 2005 62 78 

第３四半期 2005 65 82 

第４四半期 2005 67 85 

第１四半期 2006 66 86 

  出典：パンジャブ州結核対策プログラム 

 

表２ パンジャブ州内各県の治療成功率・治癒率（2006 年第

１四半期コホート） 

  県 
治療成功率

（％） 
治癒率（％） 

治療脱落率

（％） 

1 Gujrat 99 94 0 

2 
Dera Ghazi 
Khan 

97 77 3 

3 Chakwal 97 97 0 

4 Pak Pattan 96 58 2 

5 Layyah 94 50 4 
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6 Kasur 94 94 5 

7 Bahawalpur 93 86 2 

8 Mianwali 93 93 0 

9 Hafizabad 93 91 0 

10 Muzaffar Garh 92 78 8 

11 Sahiwal 92 82 2 

12 Rajan Pur 91 81 2 

13 Rawalpindi 91 68 3 

14 Gujranwala 91 87 6 

15 Lodhran 91 21 3 

16 Jhang 91 50 2 

17 Faisalabad 90 60 3 

18 Attock 90 64 1 

19 
Rahim Yar 
Khan 

89 31 5 

20 Jhelum 89 77 1 

21 
Mandi Baha ud
Din 

88 73 2 

22 Bahawal Nagar 87 58 3 

23 Narowal 87 87 11 

24 Bhakkar 87 66 1 

25 Sialkot 86 75 3 

26 
Toba Tek 
Singh 

86 43 2 

27 Khushab 85 78 14 

28 Sargodha 81 57 7 

29 Nankana Sahib 81 53 8 

30 Okara 80 56 12 

31 Lahore 79 69 7 

32 Vehari 78 77 13 

33 Sheikhupura 74 54 7 

34 Multan 69 51 15 

35 Khanewal 66 57 23 

出典：パンジャブ州結核対策プログラム 

 

＜参考＞州別治癒率と治療成功率（2006 年第１四半期コホート）

州 治癒率（％） 治療成功率（％）

Punjab 66 86 

NWFP 84 93 

Sindh 71 84 

Baluchistan 80 88 

Pakistan 73 87 

出典：国家結核対策プログラム 
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今後、プロジェクトとしてモデル県も含めた他のパフォーマ

ンスが良くない県について、①原因を明らかにする、②対策

を検討するなど PTPと協議しながら活動を推進していくこと

が望まれる。 

 

パンジャブ州での症例発見

率が 70％に到達する。 

喀痰塗抹顕微鏡検査による症例発見率は 2007 年第１四半期

で 63％であり、現状では目標には及ばないが、 

（１）2006 年から開始された PTP による第三次医療施設の

DOTS プログラムへの取り込みが今後も推進され、また

その質も向上すること 

（２）プロジェクトの活動重点項目のひとつである検査技師

の育成と検査の質が向上することが今までも成果を上

げてきており、今後もさらに活動が推進されることによ

って、目標到達の可能性は高いと思量される。 

 

＜症例発見の推移＞ 

（Q：四半期） 症例発見

率（すべ

ての発見

方法によ

る）（％）

喀痰塗抹

顕微鏡検

査による

症例発見

率（％）

発見され

た症例数

（すべて

の方法に

よる） 

発見され

た症例数

（喀痰塗

抹顕微鏡

検査によ

る） 

Q1 2005 31 31 11,621 3,236 
Q2 2005 40 32 15,263 4,268 
Q3 2005 38 36 14,428 4,608 
Q4 2005 38 31 14,271 3,862 
Q1 2006 47 29 18,338 4,703 
Q2 2006 55 36 21,276 6,568 
Q3 2006 63 42 24,172 8,790 
Q4 2006 64 39 24,574 8,323 
Q1 2007 83 63 32,907 11,139 

出典：パンジャブ州結核対策プログラム 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 評価結果の総括 

2006 年４月に開始された本プロジェクトは、「質の高い国家結核対策プログラムが、州や県

の結核対策プログラムと連携して組織的に実施される。」ことをプロジェクト目標にし、指標

として「パンジャブ州で治癒率が 85％に到達し維持される。」ことと「パンジャブ州で症例発

見率が 70％に達する。」を掲げている。 

NTP とパンジャブ州 PTP は共に強化されてきており、プロジェクトの活動はこれにある程度

寄与している。プロジェクトの活動も計画に沿って着実に実施されている。したがって、プロ

ジェクトを実施した妥当性とその効果、効率は現時点で適切であったと判断される。また、カ

ウンターパートの結核対策へのコミットメントの高さを考慮すれば、終了時点でのプロジェク

トが与えるインパクト、自立発展性も期待できる。国家・パンジャブ州・プロジェクトそれぞ

れの貢献によって、中間評価時点で、指標であるパンジャブ州の治癒率は 66％（2006 年第１

四半期コホート）で目標の 85％に及ばないものの、治療成功率はすでに 86％（2006 年第１四

半期コホート）に到達している。またもうひとつの指標であるパンジャブ州の症例発見率はす

でに 83％（2007 年第１四半期－すべての発見方法による）に達しているなどめざましい向上

が見られており、プロジェクト終了までには目標を達成する可能性がある。 

他方、本プロジェクトは中間評価時を経てからが大きな転換を要求される。すなわち、現時

点まではモデル地域の DOTS の質を向上させることに貢献し、カウンターパートからもそのよ

うに認識されてきたが、今後は州全体への展開、ひいては国全体にまで影響を及ぼす活動が期

待される。そのためには CD の理解を促進することが不可欠であるが、この点が今後の最大の

課題であろう。プロジェクト残りの期間でプロジェクトの効果が最大限発揮されるために、自

立発展性とも大いにかかわっている CD を見据えてパキスタン国側、日本側両者が更なる協力

関係の確立に努力することが望まれる。 

 

３－２ 評価５項目による分析 

 ３－２－１ 妥当性 

 （１）以下の点から、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

結核削減というプロジェクト目標は、パキスタン国の国家保健政策の感染症対策の項

目において、重点分野の最初にあげられている。また、2005～2010 の国家５ヵ年計画、

貧困削減戦略文書においても結核対策の重要性が記されている。 

 

 （２）プロジェクト目標はまた、日本の「対パキスタン国別援助計画」の重点分野のひとつ

である「基本的保健医療・水と衛生の確保と諸格差の縮小」にも合致している。さらに、

保健分野のミレニアム開発目標（The Millennium Development Goals：MDGs）達成のた

めへの日本政府の方針を記した「Health and Development Initiative（2005）」において、

結核対策は MDGs を達成するための重要な項目のうちのひとつに位置づけられている。 

 

 （３）プロジェクトの活動内容は様々な結核対策に対応できる計画になっており、パキスタ

ン国の結核対策において質の高い DOTS を実施する目的に対して適切である。 
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 （４）プロジェクトの主要な対象地区として国の約半数の患者が存在するパンジャブ州を選

択しており、国全体へ与えるインパクトが大きいため、パンジャブ州を選択した妥当性

がある。 

 

 ３－２－２ 有効性 

有効性に関しては、モデル県でのプロジェクトの取り組みは有効であると判断されるが、

「質の高い国家結核対策プログラムが、州及び県との連携によって組織的に実施される。」

というプロジェクト目標に向けての有効性を中間評価時点で判断することは困難であった。 

成果に対してプロジェクトが寄与した点は、モデル県における①初期研修、再研修などの

定期的実施、②DOTS モニタリング・スーパービジョンの強化、③検査室の EQA の導入と実

施等などであることが関係者間で認識されている。なお、モデル県はパンジャブ州内に４つ

のモデル県（グジュラート、ファイサラバード、ラホール、ムルタン県）を都市部、農村部

等の結核対策に影響を与える典型的な特徴毎に設定している。 

しかしながら、パンジャブ州と NTP の機能強化という点においては、以下の点からプロジ

ェクトが今後さらに有効性を増すよう期待される。 

・パキスタン国には NTP スタッフ人員不足を補うべく世界保健機構（World Health 
Organization：WHO）と米国国際開発庁（United States Agency for International Development：
USAID）の資金協力による NPO 制度がある。この NPO は主に県レベルのモニタリング・

スーパービジョンを技術支援しているが、NTP の正規スタッフではないという点と、臨時

的措置の様相があるために、プロジェクトの日本人専門家が技術移転の対象にするには困

難を伴う。 

・また、パキスタン国側はプロジェクトモデル県に NPO を配置せず、モデル県における結

核対策強化は JICA に任せるかのような対応をとってきた。 

パキスタン国側の CD についての理解が不充分であることは 2006 年 12 月に実施された運

営指導調査の際にも指摘されており、JICA 事務所や日本人専門家、さらに本調査での協議の

際にも何度も働きかけてきた。それによってパキスタン国側の理解も得られてきたと思料さ

れる点もあるが、中間評価時点でもまだ充分とはいえないと判断される。 

以上により、モデル県でのプロジェクトの活動は極めて有効であったと判断されるが、パ

ンジャブ州 PTP・NTP の枠組みで考慮すれば、有効性については現時点では明らかではない。

今後、さらにパキスタン国側と日本側が協議を重ねることを通じてプロジェクトをさらに有

効にするための働きかけや活動が期待される。 

 

 ３－２－３ 効率性 

投入は概ね適切に行われ、予定されていた活動が順調に行われ成果をあげている。 

 

 （１）日本側 

１）専門家派遣 

2007 年７月までに、プロジェクト・マネジャー、現地チームリーダー、結核対策、

結核検査、結核検査マネジメント、抗結核薬管理、アドボカシーなどの７分野で専門

家が派遣された。 
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本プロジェクトは業務委託プロジェクトで、契約のため 2007 年年度末より３か月

間程度、専門家が１名も派遣されていなかった。長期専門家の不在期間に研修等一部

のプロジェクト活動を実施することができなかったことが、日本人専門家、パキスタ

ン国側カウンターパート双方から指摘された。 

全体としては、専門家の数、指導分野、派遣時期も概ね適切で、効果的な巡回指導、

研修活動、オペレーショナルリサーチ等が行われた。 

２）機材供与 

供与機材の数、種類は概ね適切である。供与機材は、ほぼすべて適切に活用され維

持されている。ただ、ニシタール医科大に設立予定の州リファレンスラボへの機材（顕

微鏡 20 台など）がすでに供与されており、ラボの設立が不可能になった場合の対応

が必要である。 

３）カウンターパート研修 

カウンターパート研修は、研修分野、研修時期、派遣研修員の数とも適切であった。

現在までに２人の研修が終了している。研修員の選択についても責任ある地位にいる

人を送ることができたなど適切であり、帰国後も元の役職で日本人専門家と協力体制

を築いている。モチベーションも向上し、計画策定に積極的になるなど、良い結果が

得られている。また、受入先からも、研修を受講したカウンターパートに対する評価

は高かった。現在別の２人の研修を実施中である。 

４）ローカルコスト支援 

プロジェクトは 2006 年年度末時点で 176,000US ドル余りのローカルコスト支援を

実施している。これらは主に研修・ワークショップ開催費用、専門家の巡回指導費用

などに適切に使用されている。 

 

 （２）パキスタン国側 

１）カウンターパート 

パキスタン国側は、NTP においては、マネジャー、副マネジャーの２人をはじめ、

国家結核リファレンスラボにおいてフォーカルパーソンが１人存在し、検査専門家の

カウンターパートとなっている。パンジャブ州 PTP においては、マネジャー、副マネ

ジャーをはじめとするスタッフがカウンターパートとなっている。検査室では、IPH
の検査室のスタッフがカウンターパートとなっている。 

カウンターパートの配置は概ね適切であるが、国家レベルの抗結核薬管理のカウン

ターパートが配置されていないことが本調査にて指摘された。 

２）プロジェクトオフィス 

パキスタン国側より供与されたプロジェクトオフィスはイスラマバードの NTP オ

フィスと同じフロアにあり、カウンターパートとのコミュニケーションに役立ってい

る。一方、プロジェクト活動の多くを共に実施するべきパンジャブ州 PTP はラホール

にあり、距離が離れているため、緊密なコミュニケーションがとりにくい状況である。 

３）ニシタール医科大学への州結核リファレンスラボの設立 

活動項目「1.3.3」に揚げられている「ムルタン、ニシタール医科大学に州リファ

レンスラボを設立する。」（表２－１参照）という活動が、州政府からの予算がおりな
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いために遅れが生じている。このため、州政府からの予算支出、工事の竣工などの期

日を設け、PDM 改訂版に外部条件として掲載することになった。 

 

 ３－２－４ インパクト 

結核対策における各種強化は、パキスタン国側関係機関を中心として、他国際機関、援助

機関、NGO 等の多数の機関が取り組んでいる。プロジェクトは、結核対策の中でもコアとな

る部分に協力しており成果をあげているが、結核対策全体における成果と、プロジェクトの

みによる成果とを区別することは困難である。しかしながら、以下のとおり今後正のインパ

クトが期待される点がいくつか見受けられた。 

 

 （１）検査室の外部精度管理（EQA）システムの設立 

結核検査において検査の質を保証することは早期発見、治癒確認などにおいて重要で

あり、プロジェクトの上位目標、すなわち結核での死亡率と罹患率を削減する鍵となる。

JICA は 2004 年からグジュラート県において EQA システム設立を支援しており、この分

野の先駆けとなった。現在の EQA 国家ガイドラインもこのシステムを基にしたもので

ある。プロジェクトはさらに活動を拡大させて、モデル県での活動を実践として州結核

リファレンスラボラトリーの機能確立にほぼ成功している。今後は、パンジャブ州全体

の EQA システム向上を目指している。 

 

 （２）日本人専門家の巡回指導方法 

日本人専門家の巡回指導方法には高い評価が得られている。プロジェクトが初期段階

で集中して支援したグジュラート県は、現在パンジャブ州で最も結核対策が進んでいる

県のひとつであることが、関係者に広く認識されている。 

 

 （３）オペレーショナルリサーチの実施 

プロジェクトが実施した抗結核薬管理の実態状況等を把握するためのオペレーショ

ナルリサーチは、国・パンジャブ州両結核対策プログラムに大きなインパクトをもたら

した。パキスタン国側は、この分野での専門技術は有しておらず、これまで全く手付か

ずの分野であり、本調査により薬剤管理の問題点が明らかになった。このことは国・パ

ンジャブ州両結核対策プログラム両者とも対策の必要性を実感し、ガイドラインの作成

につながった。さらに、調査が綿密なデザインに基づいたものであったため、結果の信

頼性という点においてもインパクトをもたらした。 

本調査時点において、負のインパクトは確認されなかった。 

 

 ３－２－５ 自立発展性 

 （１）制度的側面 

PTP とパンジャブ州 PTP はどちらも組織として確立されており、両マネジャーのコミ

ットメントも高い。また、どちらも現状の問題は認識できており、新たに出現する問題

への対策手段にも積極的に取り組んでいる。ただ、両組織共に正規スタッフが不足して

おり、早急な人材確保が求められる。また、問題は前述のとおり CD の構築であるが、
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今後プロジェクト残りの期間での日本側からの更なる積極的な働きかけが期待される。 

 

 （２）政策・予算的側面 

結核対策はパキスタン国の発展を阻害する重要因子のひとつであることから、国家予

算、ドナーからの資金を合わせて、結核対策に必要な予算を確保してきている。NTP は

連邦政府より 2006 年から 2010 年までの５年間に 10 億ルピー（US ドル換算で約 1.6 千

万）の予算を承認されており、また、グローバルファンドからも今後２年間で２千万

US ドル余が拠出される予定である。また、PTP も 2007 年度の予算として 200 万ルピー

（約３万５千 US ドル）配分されている。これらの点からパキスタンの結核対策におけ

る政策と予算は当面は、充分であると思料される。 

 

 （３）技術的側面 

技術移転は、専門家の巡回指導やトレーニングなどの結果、モデル県においては成果

をあげてきていると考えられる。しかし、プロジェクトもモデル県での経験をパンジャ

ブ州に広める努力はしているものの、まだ州全体に浸透してはいない。今後プロジェク

トの残りの期間で、モデル県に実施したような技術移転を州全体、国全体にまで広げる

ための効果的な手法をパンジャブ州 PTP などと議論していくことが必要である。 

また現在、パキスタンの結核対策は新たな局面を迎えている。結核患者を多数抱えて

いるとされる私的医療機関や大病院（第三次医療機関）との連携など新たな技術移転が

必要な分野も多い。このため、技術面での自立発展性のために、残りのプロジェクト期

間で更なる適切な技術移転を行う必要がある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 ３－３－１ 計画内容に関すること 

 （１）モデル県では、トレーニングの実施と巡回指導の徹底を集中的に実施し、県レベルの

DTC や検査技師の技術向上を図る計画になっている。 

 

 （２）地域を限定した巡回指導の支援と、全国レベルの活動であるガイドライン・マニュア

ルの作成、そして検査室ネットワークの確立を組み合わせることで、プロジェクトの成

果が全国に裨益することを考慮した計画になっている。 

 

 （３）薬剤管理やオペレーションリサーチなどの計画もプロジェクトに盛り込んでおり、結

核対策の様々な分野に対応できる計画になっている。 

 

 ３－３－２ 実施プロセスに関すること 

本プロジェクトは、まずモデル県で成果をあげ、それを州全体に裨益させるという戦略の

もとに実施されている。また、同時に国家レベルの結核対策にも協力することによって、州

と国との連携を図り、結核対策をより効果的に実施しようというものである。さらに、検査

室のネットワークの確立も同時にはかり、EQA システムの質をまずはモデル県でさらに向上

させ、州や全国に浸透させる方法をとっている。 
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この実施過程において、プロジェクトはモデル県での DOTS 実施者への初期研修、再研修、

巡回指導、アドボカシー活動などを通じて、活発に活動を実施してきた。また、検査室にお

いても EQA センターの設置、運営を支援し、第一医療施設レベルから県レベルまでの DOTS
の底上げを図ってきた。モデル県のうちのひとつグジュラート県ではこの実施プロセスが効

果的に働き、この１年で治癒率が 85％から 94％に達するなど（目標値は 85％）DOTS 活動

にめざましい進展が見られた。 

 

３－４ 問題点及び問題点を惹起した要因 

 ３－４－１ 計画内容に関すること 

 （１）2006 年以降急速に結核対策（DOTS）の導入・拡大が進捗したこと、プロジェクト終

了を見据えて、これまでのプロジェクト期間で構築してきたモデル県での活動を、州・

国レベルで共有化していく活動を強化する必要があること等から PDM を改訂した。 

 

 （２）ニシタール医科大学のラボを改修して、パンジャブ州南部をカバーする州リファレン

スラボラトリーを設立する計画であったが、プロジェクトの再三の要請にもかかわらず、

未だ設立されていない。このため、改訂版 PDM には外部条件として、「ニシタール医科

大学におけるリファレンスラボラトリーの改修費用を州政府は 2007 年 10 月までに拠出

し、改修工事を 2007 年 12 月までに終える。」を追加した。 

 

 ３－４－２ 実施プロセスに関すること 

 （１）今後、モデル県での経験を州全体・国全体に拡大させ、組織全体の機能強化を図る必

要があるが、プロジェクト開始から中間評価までわずか１年半の短期間であったことも

あり、この点ではまだ不十分であった。 

 

 （２）この理由のひとつとして、日本人専門家とパンジャブ州 PTP の間で、モデル県での成

果をどのような手法で州全体に裨益させていくかという議論が充分なされていない点

が見られた。 

 

 （３）また（２）の理由としては、パキスタン国側の CD に対する理解が不十分であること

が最大原因であると思料され、今後の更なる理解促進が求められる。 

 

 （４）国家レベルの結核対策については、オペレーショナル・リサーチのデザイン・実施・

分析、ガイドラインの作成・改訂、アドボカシー活動を通じて協力することになってい

るが、プロジェクト開始から間もないこともあり、現時点までまだ充分活動が実施され

ていない。国家結核対策プログラムに対しても CD に理解を得るための議論や働きかけ

を継続しながら効果的に活動する必要がある。 
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第４章 結論、今後の計画及び提言 
 

４－１ 結 論 

 NTP とパンジャブ州 PTP は共に強化されてきており、モデル県におけるプロジェクトの活動

がこれに寄与しているところは認められている。したがって、プロジェクトを実施した妥当性

と効率性は現時点で適切であったと判断される。また、中間評価時点ではプロジェクトの有効

性を見出すことは困難であったが、今後プロジェクトが有効にはたらけば、終了時点でのプロ

ジェクトが与えるインパクト、自立発展性も期待できる。しかし、CD を促進し自立発展性を

確立するには課題が残っている。プロジェクトの残りの期間でプロジェクトの効果が最大限発

揮されるために、CD の理解促進を中心にパキスタン国側、日本側両者が更なる協力関係の確

立に努力することが望まれる。 

 

４－２ 提 言 

中間評価の結果を踏まえ、調査団より以下の提言がなされた。 

 

（１）質の高い DOTS 実施のため、パキスタン国側によるより一層の予算・人材確保が必要で

ある。 

国家・州双方のレベルにおける薬剤ロジスティックス管理人材の配置、サイトビジット

による人材確保の強化等を行うことが DOTS の核であり、それらの予算・人材確保が必要

である。 

 

（２）早急な国家抗結核薬管理ガイドラインの制定と、プロジェクト期間内にプロジェクトに

よる同ガイドラインの有効利用のモニタリングが必要である。 

 

（３）抗結核薬管理ガイドライン作成のためのオペレーションリサーチを、未だ実施されてい

ない北西辺境、シンドの２州で早急に実施する必要がある。 

 

（４）結核対策の新たな活動要素に対応するため、ラボラトリーネットワーク、抗結核薬ガイ

ドライン等の部分を含めて国家結核対策ガイドラインを全般的に改訂する時期にきてい

る。パキスタン国側が、すべての関係者によるタスクグループを組織し必要な予算と活動

を分担すべきであるが、日本側による技術支援も必要である。 

 

（５）パンジャブ州の各県で実施されている活動のモニタリングが、さらに強化される必要が

ある。プロジェクトはモデル４県での結核対策をさらに向上させると同時に、４県での活

動成果がパンジャブ州 PTP の機能強化に活かされるよう支援すべきである。 

 

（６）プロジェクトは、パンジャブ州での第三次医療機関の DOTS プログラムへの取り込みを

支援することが望まれる。そのためには、現状分析に基づいた適正な手法を適用させるこ

とが重要であり、日本側による状況分析、戦略策定に係る技術支援の一層の強化が必要と

される。 
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（７）パンジャブ州全体の検査室ネットワークのレベルアップを図るために、プロジェクトに

よる州標準検査室の強化が求められる。同時に、州標準検査室が、EQA の結果に基づいて

各センターを巡回指導できるよう技術指導する必要がある。 

 

（８）プロジェクトの活動成果を最大限効果的に発現させるため、日本側による活動を総括し

た上で、頻回なワークショップ・会議における発表、技術的かつ実践的な講義が望まれる。

特に、巡回指導については早急に実施すべきである。 

 

（９）プロジェクトによるモニタリング・スーパービジョンシステム強化を通した NTP の DOTS
施行のための機能強化が望まれる。国、州レベルでの公開巡回指導等の実施について早急

に実施すべきである。 

 

（10）日本側とパンジャブ州 PTP による密な意見交換と情報交換の場が必要である。特に、プ

ロジェクト期間内で最大の効果を発現すべく、活動計画・進捗状況などの確認と、人材・

予算などの資源活用についての相互理解がより深まることが望まれる。 

 

４－３ プロジェクト・デザインの修正 

今次調査では、NTP、PTP などのカウンターパート、日本人専門家、調査団の間で、現行 PDM
に基づいてこれまでのプロジェクトの進捗状況、達成度を確認した。その協議内容を踏まえ、

今後のプロジェクト計画を見直すため、PDM の改訂について、双方の関係者間で協議を行った。 

協議において、調査団、日本人専門家、パキスタン国側で確認した点は以下のとおりである。 

 

・ターゲット・グループは、現行のとおり変更なし。  
・上位目標、プロジェクト目標については変更なし。  
・上位目標、プロジェクト目標の指標についても変更なし。  
・成果については変更なし。  
・成果の指標については、見直しを行い、現況に基づいて変更を加える。  
・活動についても見直しを行う。 
・外部条件についても現況に基づき項目を加える。  
 
成果の指標については、以下のとおり変更が加えられた。  

指標番号 指標の変更 理由 

1.7 「５か所以上の第三次医療機関から結核患者

のリファーが開始され、治療結果が記録され

る。」 

⇒ 

「第三次医療機関の現状分析とストラテジー

計画のためのワークショップが開催される。」

現状ではすでにパンジャブ州

15 か所の三次医療機関のう

ち、14 か所が DOTS プログラ

ムに参加している。今後は、

質の向上を図るため、オペレ

ーショナル・リサーチと現状

分析の必要があるとして、指

標を変更した。 
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1.8 「治療脱落者の追跡メカニズムが開発され

る。」 

⇒ 

「治療脱落者の追跡のためのオペレーショナ

ル・リサーチデザインが作成される。」 

また、指標 1.9 として、 

「このオペレーショナル・リサーチの結果が州

や国レベルのワークショップで発表される。」

が追加された。 

治療脱落者については、まず

はリサーチを実施して現状を

把握することが必要であるこ

とから。 

1.14 「検査技師のリフレッシャー研修が、パネルテ

ストの結果に基づいて実施される。」 

⇒ 

「検査技師のリフレッシャー研修が、PTP が認

めた必要性に応じて実施される。」 

パネルテストは EQA システム

が現存するため、実施されて

いない。 

1.15 「抗結核薬管理のオペレーショナル・リサーチ

の結果が国際会議で発表される。」 

⇒ 

「抗結核薬管理のオペレーショナル・リサーチ

の結果が、インターディストリクト会議、イン

タープロビンシャル会議、そして国際会議で発

表される。」 

抗結核薬管理のリサーチ結果

は、国際会議のみならず、ま

ずは国内にて発表されるべき

ものであることから。 

1.17 「パンジャブ州内のどの県にも抗結核薬在庫

不足がない。」 

⇒ 

「抗結核薬調査で用いた指標において、2007

年は 2006 年の時点より向上している。」 

より定量化しやすい指標にす

るため、変更した。 

2.2 「結核対策官の国家レベルのワークショップ

が定期的に開催される。」 

⇒ 

「日本側は PTP マネジャーの会議に定期的に

参加し、技術支援を行う。」 

国家レベルのワークショップ

（会議）はすでに定例化され

ているため、今後は質の向上

を目指して変更した。 

2.6 「抗結核薬管理の国家ガイドラインとマニュ

アルが発行される。」 

⇒ 

「抗結核薬管理の国家ガイドラインが作成さ

れる。」 

国家レベルではガイドライン

が作成されることとし、マニ

ュアルは州レベルで作成する

ことと整理した。 

 
活動については、以下のとおり変更が加えられた。  

活動番号 活動の変更 理由 

1.2.4 「モニタリングとスーパービジョンに関して、

プラクティカルなオン・ジョブ・トレーニング

がモデル県以外の 31 県に対して実施される。」

が追加。 

 

 

モデル県での活動を他県に拡

大するひとつの手段として活

動に追加した。 
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1.3.2 「州結核リファレンスラボラトリーの EQA セ

ンターへのスーパービジョンを、PTP との協議

において実施する。」が追加。 

リファレンスラボラトリーの

機能強化のための活動を追加

する必要があったため。 

 

1.3.7 「結核菌検査のパネルテストを実施する。」を

削除。 

パネルテストはすでに実施さ

れていないため。 

1.4.3 「抗結核薬管理の州レベルのガイドラインと

マニュアルを作成する。」 

⇒ 

「抗結核薬管理の研修モジュールを作成す

る。」 

抗結核薬はガイドラインを国

レベルで、研修モジュールを

州レベルで、それぞれ作成す

ること、と明確にした。 

2.1.2 「結核対策官に対して国家レベルのワークシ

ョップを開催する。」 

⇒ 

「国家レベルの PTP マネジャーへのワークシ

ョップに参加する。」 

国家レベルのワークショップ

は、州 PTP マネジャーの四半

期会議としてすでに定例化さ

れているため、プロジェクト

はこれに参加する、と変更し

た。 

2.1.4 「モニタリングとスーパービジョンを強化す

る。」 

⇒ 

「プラクティカルなデモンストレーションに

よってモニタリングとスーパービジョンを強

化する。」 

国家レベルへのプロジェクト

の活動をより明確にするため

に変更した。 

2.1.6 「国家ガイドラインとモジュールを改訂す

る。」 

⇒ 

「国家ガイドラインとモジュール改訂のため

のタスクグループに参加する。」 

プロジェクトの役割をより明

確にするために変更した。 

2.2.2 「抗結核薬の国家ガイドラインとマニュアル

を作成する。」 

⇒ 

「抗結核薬の国家ガイドラインを作成する。」

指標 2.6 や、活動 1.4.3 でも

上記したように、国への活動、

州への活動を明確にした。 

 
また、外部条件については、以前から懸案であったニシタール医科大学へのパンジャブ州南

部リファレンスラボラトリーの設立を条件に盛り込むことで、プロジェクト、パキスタン国側

カウンターパートの両者の意見が一致した。 

 外部条件 理由 

外部条件 ニシタール医科大学に設立予定の州リファレ

ンスラボラトリーへの改修予算が州政府から

2007 年 10 月までに支出され、改修工事は 2007

年 12 月までに終了すること。 

ラボラトリー設立後のプロジ

ェクトの日本人専門家による

技術援助の必要期間を鑑みる

と、プロジェクト終了時から

さかのぼって１年以上前に検

査室が整備される必要がある

ことから、期限を設けた。 
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第１章 運営指導調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

パキスタン国の結核分野への協力は、2000 年に短期専門家を派遣してから継続的に実施されている。

結核対策は、DOTS（Directory Observed Treatment, Short-course：直接監視下の短期化学療法）の導入以

降急速に拡大が進んでおり、2005 年に DOTS カバー率 100％を達成するなど一定の成果をあげている。

2006 年４月に技術協力プロジェクトが開始されたことから、状況の把握、再確認、関係者間での調整

等以下の項目について行う必要があることから、運営指導調査を実施することとした。 

（１）合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）の開催 

（２）2007 年度以降の活動計画の確認 

（３）以下の各活動上の課題・変更点の確認 

  １）モニタリング・スーパービジョン 

  ２）モデル県での活動の特徴 

  ３）外部精度管理（External Quality Assurance：EQA） 

  ４）レディ・ヘルス・ワーカー（Lady Health Worker：LHW） 

（４）関連ドナーとの情報共有 

 

＜プロジェクト開始までの経緯等＞ 

2000 年 10 月 

11 月 

 

2001 年４月 

 

2002 年２月 

 

４月 

 

９月 

10 月 

 

11 月 

2005 年６月 

企画調査員派遣 

レシャード専門家派遣〔短期、国家結核対策プログラム（National Tuberculosis 
Control Program：NTP）との協議〕 

案件採択通報 

事前評価調査団派遣 

宮城専門家派遣（結核対策 リーダー含み） 

第２回事前評価調査団派遣 

理事会承認 

太田専門家派遣（業務調整） 

PC-1（Planning Commission-1：計画委員会）承認 

現状の活動にそった形へのプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 
Matrix：PDM）見直し開始 

国内支援委員会による PDM 検討会実施 

討議議事録（Record of Discussions：R/D）署名 プロジェクト開始 

 

１－２ 調査団の構成 

団長 上田 直子 JICA 人間開発部感染症対策チーム 

団員 遊佐 敢     同上 

 

１－３ 調査日程 

 2006 年 12 月 13 日（水）～24 日（日） 
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１－４ 調査結果 

（１）総括 

事前評価調査団の派遣以来４年ぶりの調査団派遣であったが、業務委託契約の実施体制、

プロジェクト進捗状況、モデル県の地理条件、カウンターパート組織・キーパーソン等に

ついて、本部・事務所・プロジェクト間の情報・認識の共有の面で成果をあげることがで

きた。 

業務委託の形態をとるプロジェクトについては、JICA として特に注意深く進捗状況を確

認・監理し、進捗とニーズにより応じた形で次年度（同年度内での計画変更も含め）計画

を立案する必要があり、今後とも年１回の調査団派遣は必要不可欠と思料される。 

なお、パキスタン国を統括する世界保健機構（World Health Organization：WHO）東地

中海地域事務所（EMRO）においては、パンジャブ州が EMRO 地域の 22％の結核患者を占

めていることから、WHO アドバイザーを通じて、本プロジェクトへの期待への大きさと

ともに、早急な成果をあげる必要性から一層のスピードアップを求められた。 

 

（２）個別事項 

  １）JCC の開催 

保健省 Senior Joint Secretary 等 R/D に記載された JCC メンバーの参加を得て実施した。 

JICA の協力の特徴、PC-1、R/D 等の位置づけ、プロジェクトの概要（PDM）等につ

いて説明し、理解を得た。 

特に、Capacity Development（CD）の特徴については、概略、個別の単語（所謂“JICA
県”ではないことや、コンサルタントではなく、アドバイザーもしくは Expert 等）につ

いても説明をした。また、PC-１については、JICA 側が PC-１に記述のある協力額以上

に協力を行っている点も踏まえて説明を行った。 

なお、協議事項については、会議議事録(Minutes of Meetings：MM)(案)のとおり署

名することとしている。 

  ２）モニタリング・スーパービジョン 

DOTS の導入及び質の確保に重要な役割を果たす機能であり、プロジェクトとしては、

モデル県の診断センターに対して初期導入研修を実施し、その後サイトビジット等をす

べてに対して実施していくことで、強化を図ることとしている。 

プロジェクト側では、ナショナルスタッフだけでなく、現状と必要性に応じ可能な限

り専門家が同行し、必ず州結核対策プログラム（Provincial Tuberculosis Control Program：

PTP）担当官の同行をするようにしてきており、この面では州からの参加度合いが低か

った状況の改善が見られる。 

持続性の観点から、モデル県で実施した事業を相手側に如何に移管していくかについ

てはこれまでも留意して実施してきている。診断センターへのサイトビジット等につい

て成績が優秀な診断センターから選択的に相手側に委ねるようにしてきているが、完全

にはうまく実施できておらず、今後も留意しつつパキスタン国側のみで実施されるよう

にしていくこととした。 

  ３）モデル県での活動の特徴について 

CD については、JCC を通じて理解を促した。 
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また、４モデル県のうち、先行する形で強化を実施しているグジュラート県について

は、パンジャプ州内において最も成績が優秀な県となった〔結核患者発見率、治癒率（Cure 

Rate：CR）共にグローバルな目標を達成〕。JCC においても、グジュラード県の取り組

みについて評価を行い、成功の鍵を総括し広げていくことで意見が一致した。 

  ４）EQA と喀痰検査（NTP、PTP におけるラボ分野の協力） 

ラボ分野の状況は、喀痰検査、EQA 等共に初期導入研修の強化、当該研修講師の強化

が必要な技術的には低い水準とされる水準であった。 

また、NTP、PTP においては、各種計画を立案実施していく際に、医師以外は除外さ

れていたことから、今後 PTP にとっては異なる機関であるラボラトリー分野との連携を

強化していく必要がある。 

調査団では、州レベルの Technical Working の参加者として正式に位置づけることを

提言し、パキスタン国側の同意を得た。 

また、パンジャプ州においては、JICA：４県、CIDA：８県、ASD（ローカル NGO）：

18 県と異なるドナーが支援を実施している。それぞれ国のガイドラインに沿って実施さ

れているが、それぞれの県で実施されている協力内容が相互に情報共有されていない点

に課題があった。情報共有等を行うと同時に異なったそれぞれの手法の評価を行うため

の、州内での調整を行う必要があり、プロジェクトからメカニズム（スケジュール含む）

を PTP 側に提案すべく準備を開始した。 

具体的には既に実施しているパンジャプ州パートナーズ会合（四半期に１回開催、こ

れまで２回開催）の分科会等の形で設置していく等が検討事項である。 

※プロジェクトが協力対象としているパンジャブ州公衆衛生研究所（Institute of Public Health：IPH）

においても、CIDA/WHO により EQA の技師３名が派遣されている。CIDA が供与した顕微鏡は、

CIDA 県の EQA のみに用いること等のルールがあり、上記連携調整会議を開催する場合、参加者に

ついては CIDA/WHO プロジェクト統括者と協議しておくなどに留意する必要がある。 

また、National Level においては、現行 National Lab．は施設として存在していない。人材とし

て、National Lab．のスタッフが NTP に存在し、ガイドライン等の作成を行っている。当該人物に

対しては、CIDA が WHO を通じて給与を負担しており、各州それぞれ複数県ラボ支援を行ってい

る。今後、パンジャブ州でのラボ分野の取り組みを総括した結果、National Level のガイドライン

改訂、研修モジュールの改訂等の必要性がでてきた場合には、NTP マネージャー及び WHO 等との

十分な連携・調整等留意していく必要がある。 

  ５）その他業務委託契約に関する関係者の理解促進 

事務所関係者と業務委託化に向けた JICA 全体の方向性、業務委託契約の制度等につ

いて説明し、以下の内容についても理解を得た。  
・案件運営における事務所の役割 
・プロジェクト活動の柔軟性  
・業務調整員の配置  
・専門家の待遇 

 

（３）その他 

  １）PTP からの要請（第三次医療施設に係る協力要請等）への対応 

PTP から、ターシャリー・ケア（第三次医療施設での DOTS）強化、PPM 強化、小児

結核強化への協力強化に関する要請を受けた。 

現行のプロジェクト・デザインでは、DOTS の導入初期にあたることから、基本的な
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DOTS の強化（公的な医療機関によるプライマリーケアによる DOTS サービスの提供）

を中心としている。 

現行の活動計画においては、年１回 20 病院程度を対象としたワークショップを開催

するとしている。ラホール等の都市部、第三次病院が存在する地域においては、患者が

これら病院に集中する傾向があり、結核対策を強化する上で必要不可欠なことから強化

の要請につながっている（ラホール県における都市部人口は 70％）。特に都市部での途

中脱落率が高いことが課題とされている。 

ターシャリー・ケアでは、病院に診断センターが設置され、結核と診断された患者に

ついては、病院内に設置された当該センターにリファーされ、記録の上１か月ごとに治

療薬が DOTS Provider（LHW、家族等）に渡される形となっている。このセンターの機

能強化等については、病院長等のコミットメントがあることなどが重要となっているこ

と、都市部におけるコミュニティーの欠如に起因した LHW の縮小等も背景にある。 

JICA としても多くの国で都市部における結核対策支援の経験を有しているが、持続性

のある形での都市結核対策は、世界中で国際機関・援助機関が取り組んでいるが持続性

がある形での成功例がほぼ存在しないぐらい難しい問題である。 

これらの状況を踏まえ、プロジェクトにおいて取り組んでいるモデル４県の基本的な

DOTS の導入状況を十分に把握・評価した上で新たな取り組みとなるこれら要請の導入

可否について検討することとした。具体的には、中間評価調査団により評価することと

し、中間評価の時期を繰り上げ 2007 年６、７月に実施する方向で調整していきたい。

また、現行では同分野ナショナル・ガイドラインがないことから、国家レベルでの意思

決定とコミットを前提条件としつつ、適宜現行の専門家による技術的助言等を行ってい

く。 

  ２）ドナー調整会議の活性化 

結核分野においては、技術協力ドナー、資金援助機関、NGO と関連ドナーが情報共有

できないまま活動している。今後、全国・州の各レベルで結核対策を強化していく中で

Inter-Agency Coordinating Committee、TWG 等を適宜強化・再活性化等しつつ協力を行

っていく必要がある。特に、各種研修モジュール等の標準化を行い、州全域での強化、

他州での強化等を行っていくことが喫緊の課題となっており、プロジェクトで協力する

分野については特に早急に実施していくよう NTP・WHO との調整を開始した。 

  ３）パンジャブ州リファレンスラボラトリー ニシタール医科大学の改修 

プロジェクト、PTP、ニシタール大学とで協議を行ってきたが、2006 年８月の協議の

際には、ニシタール大学側が改修を行い、PTP、プロジェクト側で人材配置、設備強化、

人材強化を行うと整理してきている。今般、ニシタール大学側が改修工事をしないとの

発言を行っているが、基本的にパキスタン国側で改修工事を行う点を確認した。 

 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ（中間評価調査） 

 

２．合同評価報告書 

 

３．PDM（PDM0、PDM1） 

 

４．ミニッツ（運営指導調査） 
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